
 

 

 

令和５年度第２回大阪府地域職業能力開発促進協議会 

 

資 料 

  

 

資料１     公的職業訓練の実施状況について 

 

資料２     令和６年度大阪府地域職業訓練実施計画（案） 

 

資料３     令和６年度大阪府公的職業訓練効果検証ワーキンググループの 

具体的な進め方 

 

資料４     その他事項 

 

 

（参考資料）  令和６年度全国職業訓練実施計画（案） 

 

 

 

 

 

 

        

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公的職業訓練の実施状況について 
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コース数 定員 受講者数

ＩＴ分野 83 1,542 1,007

営業・販売・事務分野 141 2,898 2,150

医療事務分野 33 593 415

介護・医療・福祉分野 106 1,864 1,070

農業分野 0 0 0

旅行・観光分野 0 0 0

デザイン分野 120 2,349 1,900

製造分野 45 740 548

建設関連分野 20 351 246

理容・美容関連分野 43 782 609

その他分野 21 484 375

求
職
者
支
援
訓
練

（
基
礎
コ
ー

ス

）

基礎 33 557 279

合計 645 12,160 8,599

（参考）
デジタル分野 202 3,862 2,858

ハロートレーニング（離職者向け）の令和５年度実績　（令和６年１月末現在）

１　離職者向けの公的職業訓練の分野別訓練規模

総計

分 野

公
共
職
業
訓
練

（
離
職
者
向
け

）

 
 
 

＋
求
職
者
支
援
訓
練

（
実
践
コ
ー

ス

）

※本資料における用語は、以下のとおり定義しています。

「コース数」

公共職業訓練については、当該年度中に開講したコース及び当該年

度以前から開始し当該年度に実施した訓練コースの数（当該年度以前

に開講し、次年度に繰り越すコースを含む）。

求職者支援訓練については当該年度中に開講したコースの数。

「定員」

当該年度中に開講した訓練コースの定員の数。

「受講者数」

当該年度中に開講したコースに入校した者の数。

「応募倍率」

当該訓練の定員に対する受講を申し込んだ者の数の倍率。

「定員充足率」

当該訓練の定員に対する受講者数の割合。

「就職率」

訓練を修了等した者のうち就職した者の割合。分母については受講者

数から中途退校者数(中途退校就職者数を除く）等を差し引き、分子に

ついては中途退校就職者を加えている。

ただし、公共職業訓練については、当該年の８月末までに終了した

コース、求職者支援訓練については、当該年の７月末までに終了した

コースのうち就職率の確定したコースについて集計。

「デジタル分野」

IT分野（ITエンジニア養成科など。情報ビジネス科を除く。）、デザイン

分野（WEBデザイン系のコースに限る）等。

用語の定義
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令和５年度
（令和６年１月末現在）

コース数 定員 受講者数 応募倍率 定員充足率 就職率 コース数 定員 受講者数 応募倍率 定員充足率 就職率

ＩＴ分野 27 450 263 71.6% 58.4% 71.3% 55 1,062 721 85.5% 67.9% 63.1%

営業・販売・事務分野 71 1,490 1,188 116.6% 79.7% 72.4% 70 1,408 962 114.1% 68.3% 65.2%

医療事務分野 15 330 195 73.9% 59.1% 70.9% 18 263 220 122.8% 83.7% 63.3%

介護・医療・福祉分野 65 996 575 68.1% 57.7% 68.3% 41 868 495 74.1% 57.0% 75.4%

農業分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

旅行・観光分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

デザイン分野 31 590 507 131.0% 85.9% 58.9% 89 1,759 1,393 129.1% 79.2% 68.2%

製造分野 1 10 7 70.0% 70.0% - 0 0 0 - - -

建設関連分野 3 60 27 56.7% 45.0% 71.4% 13 176 133 127.8% 75.6% 55.8%

理容・美容関連分野 0 0 0 - - - 43 782 609 122.8% 77.9% 84.5%

その他分野 6 130 82 156.9% 63.1% 75.0% 6 101 74 134.7% 73.3% -

求
職
者
支
援
訓
練

（
基
礎
コ
ー

ス

）

基礎 - - - - - - 33 557 279 58.9% 50.1% 60.8%

合計 219 4,056 2,844 98.6% 70.1% 69.1% 368 6,976 4,886 106.1% 70.0% 68.7%

（参考）
デジタル分野 56 1,030 762 105.3% 74.0% 64.1% 123 2,526 1,840 109.5% 72.8% 66.5%

※1月開講コースについては、合格者数を受講者数として集計 ※7コース就職率未確定

２　離職者向けの公的職業訓練の制度別、分野別訓練の実施状況

公共職業訓練（都道府県：委託訓練） 求職者支援訓練

分 野

公
共
職
業
訓
練

（
離
職
者
向
け

）

 
 
 

＋
求
職
者
支
援
訓
練

（
実
践
コ
ー

ス

）
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令和５年度
（令和６年１月末現在）

分 野 コース数 定員 受講者数 応募倍率 定員充足率 就職率 コース数 定員 受講者数 応募倍率 定員充足率 就職率

ＩＴ分野 1 30 23 93.3% 76.7% - 0 0 0 - - -

営業・販売・事務分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

医療事務分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

介護・医療・福祉分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

農業分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

旅行・観光分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

デザイン分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

製造分野 11 335 202 74.0% 60.3% - 33 395 339 115.2% 85.8% 88.5%

建設関連分野 4 115 86 130.4% 74.8% - 0 0 0 - - -

理容・美容関連分野 0 0 0 - - - 0 0 0 - - -

その他分野 4 170 137 137.1% 80.6% - 5 83 82 127.7% 98.8% -

合計 20 650 448 101.4% 68.9% - 38 478 421 117.4% 88.1% 88.5%

（参考）
デジタル分野 1 30 23 93.3% 76.7% - 22 276 233 110.5% 84.4% 86.5%

公共職業訓練（都道府県：施設内訓練） 公共職業訓練（高齢・障害・求職者雇用支援機構）

２　離職者向けの公的職業訓練の制度別、分野別訓練の実施状況
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コース 定員 コース 定員 申込者数 受講者数 修了者数 受講率

北大阪校 12 84 7 49 58 45 40 91.8%

東大阪校 22 230 18 195 194 155 136 79.5%

南大阪校 22 252 13 157 192 128 113 81.5%

夕陽丘校 32 391 23 283 269 189 147 66.8%

障害者校 14 90 13 83 80 57 53 68.7%

小計 102 1,047 74 767 793 574 489 74.8%

コース 定員 コース 定員 申込者数 受講者数 修了者数 受講率

北大阪校 21 269 18 289 218 218 166 75.4%

東大阪校 13 170 8 116 87 87 84 75.0%

南大阪校 6 110 3 92 84 80 69 87.0%

夕陽丘校 2 20

障害者校 1 7

小計 43 576 29 497 389 385 319 77.5%

コース 定員 コース 定員 申込者数 受講者数 修了者数 受講率

北大阪校 33 353 25 338 276 263 206 77.8%

東大阪校 35 400 26 311 281 242 220 77.8%

南大阪校 28 362 16 249 276 208 182 83.5%

夕陽丘校 34 411 23 283 269 189 147 66.8%

障害者校 15 97 13 83 80 57 53 68.7%

合計 145 1,623 103 1,264 1,182 959 808 75.9%

コース 定員 コース 定員 申込者数 受講者数 修了者数 受講率

北大阪校 2 14 1 7 12 7 6 100.0%

東大阪校 1 10 1 10 10 8 6 80.0%

南大阪校 11 112 7 72 109 66 57 91.7%

夕陽丘校 1 10

障害者校 1 5 1 7 4

計 16 151 10 96 135 81 69 84.4%

校名
年間計画 実施済

３　テクノ講座合計（レディメイド講座＋オーダーメイド講座）

校名
年間計画 実施済

※　テクノ講座の内、DX分野（情報系講座）

大阪府立高等職業技術専門校等　令和５年度　在職者訓練（テクノ講座）実施状況

令和6年1月末現在

１　レディメイド講座

校名
年間計画 実施済

２　オーダーメイド講座

校名
年間計画 実施済
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[関西職業能力開発促進センター]
充足率

コース数 定員 訓練時間 申込者数 受講者数 （受講者/定員)

209 2,633 3,503 2,698 2,219 84.3%

オーダー型コース
実施状況（内数）

40 562 694 564 562 100.0%

225 2,265 3,373 2,367 2,000 88.3%

オーダー型コース
実施状況（内数）

50 454 685 454 454 100.0%

434 4,898 6,876 5,065 4,219 86.1%

オーダー型コース
実施状況内数合計 90 1,016 1,379 1,018 1,016 100.0%

　
[近畿職業能力開発大学校]

充足率

コース数 定員 訓練時間 申込者数 受講者数 （受講者/定員)

67 837 960 635 615 73.5%

オーダー型コース
実施状況（内数）

31 396 423 399 396 100.0%

36 362 474 316 314 86.7%

オーダー型コース
実施状況（内数）

27 288 360 289 288 100.0%

15 201 183 158 156 77.6%

オーダー型コース
実施状況（内数）

9 141 108 141 141 100.0%

118 1,400 1,617 1,109 1,085 77.5%

オーダー型コース
実施状況内数合計 67 825 891 829 825 100.0%

合計

令和5年度　在職者訓練実施状況

区　　　分
実施

機械系

電気・電子系

居住系

区　　　分
実施

機械系

電気・電子系

合計

令和6年1月末現在
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令和6年1月末現在

［近畿職業能力開発大学校］

○専門課程（令和5年4月入校生）
訓練科名 期間 定員 応募者数 入校者数

生産技術科 ２年 30 21 19(1)

電気エネルギー制御科 ２年 30 28 30(1)

電子情報技術科 ２年 30 36 26(2)

住居環境科 ２年 20 39 20(5)

110 124 95(9)
女性数
（　　）

○応用課程（令和5年4月入校生）
訓練科名 期間 定員 応募者数 入校者数

生産機械システム技術科 ２年 30 25 21(1)

生産電気システム技術科 ２年 20 22 19(1)

生産電子情報システム技術科 ２年 30 31 30(0)

建築施工システム技術科 ２年 25 27 25(5)

105 105 95(7)
女性数
（　　）

○専門課程活用型デュアルシステム
訓練科名 期間 定員 応募者数 入校者数

メカトロニクス技術科 ２年 10 1 1(0)
女性数
（　　）

※令和5年7月入校生

[関西職業能力開発促進センター大阪港湾労働分所]

定　員

30

女性数（　　）

令和5年度　港湾労働者訓練実施状況

　港湾荷役科 1年 14（0）

訓練科名 期　間 入所者数 就職率

令和5年度　専門・応用課程実施状況

計

備　考

計
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大阪府

施設内 委託

定員 定員 定員 定員 定員

ＩＴ分野 2,350 30 1,100 － 1,220

営業・販売・事務分野 3,490 － 1,970 － 1,520

医療事務分野 930 － 450 － 480

介護・医療・福祉分野 2,451 － 1,191 － 1,260

農業分野 0 － － － －

旅行・観光分野 0 － － － －

デザイン分野 2,330 － 680 － 1,650 ※ｸﾘｴｰﾄ分野含む

製造分野 829 335 － 494 －

建設関連分野 205 115 90 － －

理容・美容関連分野 400 － － － 400

その他分野 1,830 170 190 100 1,370

1,618 － － － 1,618

合計 16,433 650 5,671 594 9,518

（参考）
デジタル分野

4,362 30 1,780 332 2,220

※　「定員」とは、当該年度中における開講コースの定員の数。

求職者支援訓練

分 野

公
共
職
業
訓
練

（
離
職
者
向
け

）

 
 
 

＋
求
職
者
支
援
訓
練

（
実
践
コ
ー

ス

）

求職者支援訓練（基礎コース）

ハロートレーニング（離職者向け）の令和５年度計画

全体計画数
公共職業訓練（都道府県） 公共職業訓練

（高齢・障害・求職者支
援機構）

離職者向けの公的職業訓練の分野別の計画

※
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令和６年度 

大阪府地域職業訓練実施計画（案） 

【資料２】 

11



 

12



大阪府

施設内 委託

定員 定員 定員 定員 定員

ＩＴ分野 1,860 30 960 870

営業・販売・事務分野 2,780 1,480 1,300

医療事務分野 780 420 360

介護・医療・福祉分野 2,081 1,181 900

農業分野 0 0 －

旅行・観光分野 30 30 －

デザイン分野 2,410 1,110 1,300 ※クリエート分野含む

製造分野 771 315 0 456 －

建設関連分野 215 125 90 －

理容・美容関連分野 180 0 180

その他分野 1,066 170 80 100 716

990 － － － 990

合計 13,163 640 5,351 556 6,616

（参考）
デジタル分野 3,930 30 2,070 140 1,690

※　「定員」とは、当該年度中における開講コースの定員の数。

求職者支援訓練

分 野

公
共
職
業
訓
練

（
離
職
者
向
け

）

 
 
 

＋
求
職
者
支
援
訓
練

（
実
践
コ
ー

ス

）

求職者支援訓練（基礎コース）

ハロートレーニング（離職者向け）の令和６年度計画

全体計画数
公共職業訓練（都道府県） 公共職業訓練

（高齢・障害・求職者支
援機構）

離職者向けの公的職業訓練の分野別の計画

求職者支援訓練について、雇用失業情勢の改善傾向を踏まえ、コロナ禍前の水準に縮小するが、政府が推進するデジタル分野や求人求職ニーズの高い
分野を重点的に実施することで、効果的な訓練実施を推進する。

※
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令和６年度大阪府地域職業訓練実施計画（案） 

 

  令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 

   大 阪 労 働 局 

 大 阪 府 

独 立 行 政 法 人 高 齢 ・ 障 害 ・ 求 職 者 

雇 用 支 援 機 構 大 阪 支 部    

 

 

第１ 総則 

１ 計画のねらい 

産業構造の変化、技術の進歩その他の経済的環境の変化の中で、職業の安定、労働者の地位の向上

及び経済社会の発展を図るためには、これらによる業務の内容の変化に対する労働者の適応性を増大

させ、及び円滑な就職に資するよう、労働者に対して適切な職業能力開発を行う必要がある。 

そのためには、国及び大阪府が職業能力開発促進法（以下「能開法」という。）第 16 条第１項の

規定に基づき設置する公共職業能力開発施設（以下「公共職業能力開発施設」という。）において実

施する職業訓練（能開法第 15 条の７第３項の規定に基づき実施する職業訓練（以下「委託訓練」と

いう。）を含む。以下「公共職業訓練」という。）及び職業訓練の実施等による特定求職者の就職の

支援に関する法律第４条第１項の規定により厚生労働大臣の認定を受けた職業訓練（以下「求職者支

援訓練」という。）の充実を図ることにより、労働者の十分な職業能力開発の機会を確保する必要が

ある。 

本計画は、本計画の対象期間（以下「計画期間」という。）中における対象者数や訓練内容等を明

確にし、計画的な公共職業訓練及び求職者支援訓練（以下「公的職業訓練」という。）の実施を通じ

て、職業の安定、労働者の地位の向上等を図るものである。 

※公的職業訓練の実施主体 

【公共職業訓練】 

・大阪府 

・国（独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構〈関西職業能力開発促進センター、近畿職業能力開発大学校〉） 

【求職者支援訓練】 

・国（大阪労働局） 

 

２ 計画期間 

計画期間は、令和６年４月１日から令和７年３月３１日までとする。 

 

３ 計画の改定 

本計画は、公的職業訓練の実施状況等を踏まえ、必要な場合には改定を行うものとする。 

 

 

第２ 労働市場の動向と課題等 

１ 労働市場の動向と課題 

大阪府における雇用失業情勢は、令和５年12月の有効求人倍率が1.24倍と現下の雇用失業情勢は、

持ち直しの動きに弱さが見られる状況にある。一方、コロナ禍からの経済活動の再開に伴って人手不

足感が再び深刻化し、社会全体での有効な人材活用が必要であり、そのためには、働く方々の意欲と

能力に応じた多様な働き方を可能とし、賃金上昇の好循環を実現していくことが重要である。また、

中長期的にみると、少子化による労働供給制約という課題を抱えている。 

大阪府においては、女性の就業率が全国と比較して低く女性の就業が進んでいないことや、就職氷
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河期世代をはじめ、希望する就職が実現できず、不本意ながら不安定な仕事についている非正規雇用

労働者など、女性・若者・非正規雇用労働者の就業を促進していくことが重要な課題となっている。 

また、デジタル田園都市国家構想総合戦略に基づくデジタル人材の育成、製造、建設、福祉分野等

人材不足が深刻な分野における人材確保がより一層重要となっている。 

さらに、2025 年には大阪・関西万博が開催されることとなっており、その人材確保が喫緊の課題と

なっている。 

   これらの課題解決に向け、生産性の向上や円滑な労働移動、多様な人材の労働参画に向けた職業能

力開発への投資を推進していくこととされており、公的職業訓練の重要性についても高まっている。 

 

２ 令和５年度における公的職業訓練をめぐる状況 

令和５年度の新規求職者は令和５年 11 月末現在で 215,478 人（対前年同期比▲6.2％）であり、そ

のうち特定求職者に該当する可能性のある者の数は 89,145 人（対前年同期比▲8.7％）、雇用保険受

給者は 75,091 人（対前年同期比＋4.7％）となっている。 

（１）令和５年度の職業訓練の受講者数は次のとおり（令和５年 11 月末現在）。 

・公共職業訓練（施設内／離職者訓練） 524 人 

  大阪府 206 人、関西職業能力開発促進センター 318 人 

・公共職業訓練（委託訓練／離職者訓練／大阪府） 2,210 人 

離職者等再就職訓練 1,929 人 

企業実習付き訓練 281 人 

・公共職業訓練（在職者訓練） 5,585 人 

大阪府 959 人、関西職業能力開発促進センター 3,541 人、近畿職業能力開発大学校 948 人 

・公共職業訓練（学卒者訓練） 634 人 

大阪府 239 人、近畿職業能力開発大学校 381 人 大阪港湾労働分所 14 人 

・障がい者等に対する公共職業訓練(施設内/大阪府) 270 人 

・障がい者の多様なニーズに対応した委託訓練（短期委託訓練／大阪府） 69 人 

・求職者支援訓練 4,034 人 

（２）令和５年度の職業訓練の就職率は次のとおり。 

・公共職業訓練（離職者訓練）※1 
      施設内訓練 大阪府 94.5％ 

                      関西職業能力開発促進センター 88.2％ 
※2 

       委託訓練            77.5％ 

・求職者支援訓練       ※3 基礎コース  52.9％ 

実践コース   67.1％ 

※1 令和５年 12 月末現在 

※2 令和５年 8 月末までに終了した訓練の就職率で令和４年度に実施した訓練を含む。 

※3 令和５年 4 月から 7 月末までの訓練修了者等の訓練修了後 3 ヶ月の雇用保険適用就職率 

 

 

第３ 令和６年度の公的職業訓練の実施方針 

離職者等を対象とする公的職業訓練については、2025 年に開催される大阪・関西万博なども踏まえ、

デジタル分野等成長が見込まれる分野、製造、建設、福祉分野等人材不足が深刻な分野における人材育

成に重点を置き、訓練コースを設定する。また、「就職氷河期世代等正規雇用を希望しながら非正規雇

用で働き続けている者」、「ひとり親家庭の父母」、「若年者」、「障がい者」、「中高年齢者」「高年

齢者」等の人材育成に資する訓練を実施する。さらに、多様な事情を抱える求職者等が、生活との調和

を保ちつつ職業訓練を受講できるよう実施期間・時間に配慮した訓練コース、オンラインを活用した訓

練コース（ｅラーニング含む。）、託児サービス付き訓練コースの設定を推進する。 
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第４ 計画期間中の公的職業訓練の対象者数等 

１ 離職者に対する公的職業訓練 

（１）施設内訓練に係る実施規模と分野 

・大阪府は、7 科目、305 人（障がい者向け訓練を除く）の定員で実施する。 

・訓練受講者の就職率は 80％を目指す。 

・府立高等職業技術専門校は、15歳以上の離職者を対象に訓練期間6か月以上の訓練を実施する。 

校  名 定 員 科 目 名 

東大阪高等職業技術専門校 135 人 電気工事科、機械ＣＡＤデザイン科、ビル管理科 

南大阪高等職業技術専門校 20 人 空調設備科 

夕陽丘高等職業技術専門校 150 人 
ビル設備管理科、ビルクリーニング管理科 

建築内装ＣＡＤ科 

合  計 305 人 7 科目 

   ⅰ 一人親家庭と高年齢者層を支援するため、「ひとり親家庭の親優先枠」「高年齢者優先枠」（年間

合計 70 人）を設定【夕陽丘高等職業技術専門校】 

 

・（独)高齢･障害･求職者雇用支援機構大阪支部では、13 科目、556 人の定員で実施する。 

・訓練受講者の就職率は 82.5％を目指す。 

校  名 定 員 科 目 名 

関西職業能力開発促進センター 556 人 

ＣＡＤ／ＣＡＭ技術科、メカニカルデザイン科、

同（橋渡し訓練）、ＣＡＤ・ＮＣ技術科、同（短

期デュアル）、ものづくりサポート技術科、メタ

ルワーク科、電気設備技術科、ＩｏＴシステム開

発科、同（橋渡し訓練)、ＩＣＴエンジニア科、同

（短期デュアル）、ものづくりロボット技術科 

合  計 556 人 13 科目 

ⅰ 子育て中の方等の訓練受講を容易にするために全ての科目で託児サービスを提供 

ⅱ IT リテラシーに関する学科を全ての科目に導入 

 

（２）委託訓練に係る実施規模と分野 

・大阪府は、213 コース、5,351 人の定員で実施する。 

・訓練受講者の就職率は 80％を目指す。 

訓練種別 コース数 定 員 主な訓練科目 

離職者等再就職訓練 185 4,791 人 

Ｗｅｂデザイン+プログラミング基礎

科（４か月） 

介護職員初任者養成研修科（2 か月） 

保育士養成コース（2 年) 

医療事務+ＯＡ基礎科（３か月） 

日本語教師養成科（5 か月） 

経理事務実践科（4 か月) 

自由提案科目（宅建士・FP・簿記マスタ

ー科（３か月）、デジタルマーケティン

グ科（６か月）他） 
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離職者等再就職訓練 

（企業実習付） 
28 560 人 

グラフィックデザイン実践科（4 か月） 

クラウドエンジニア基礎実践科（4 か

月） 

経理事務エキスパート実践科（5 か月) 

ＡＩプログラマー基礎実践科（5 か月） 

等 

合  計 213 ｺｰｽ 5,351 人  

ⅰ 子育て中の方等を支援するため、離職者等再就職訓練のうち知識等習得コース及び企業実習付き

コースの全 198 コースに「ひとり親家庭の父母優先枠」を設定（優先枠 939 人）、託児サービス

付きのコースを設定（158 コース） 

ⅱ 子育て中の方等に配慮した短時間訓練コースを設定（40 人）  

ⅲ 能力開発機会に恵まれなかった非正規雇用労働者等を対象に、国家資格等の高い職業能力の習得

により、正社員就職を目指す「長期高度人材育成コース」の継続（176 人） 

 

（３）求職者支援訓練に係る実施規模と分野 

・令和６年度においては、引き続き、非正規雇用労働者や自営廃業者等の雇用保険の基本手当を

受けることができない者に対する雇用のセーフティネットとしての機能が果たせるよう、訓練

認定規模 6,616 人を上限とする。基礎的能力を習得する職業訓練（基礎コース）を全体の 15％、

実践的能力を習得する職業訓練（実践コース）を全体の 85％設定する。 

・訓練修了者の雇用保険適用就職率は、基礎コースで 58％、実践コースで 63％を目指す。 

  認定上限値    （占有率） 

 基礎コース計 990 人 （15%） 

 実践コース計   5,626 人 （85%) 

 

 

 

 

 

デジタル 1,690 人 

 
（ＩＴ） （870 人）  

（ＷＥＢデザイン系） （820 人）  

介護福祉 900 人  

営業・販売・事務  1,300 人  

医療事務 360 人  

クリエート・デザイン(WEB 系除く)   480 人  

理美容   180 人  

その他 536 人   

若者正社員育成コース 180 人  

計  6,616 人  

・これまで公的職業訓練の実施機会が少なかった地域（大阪市地域以外）での訓練機会を確保す

るため、基礎コースの計画数の一部に「地域ニーズ枠」を設ける。また、若者の正社員就職を

目指すための訓練設定を行うため、実践コースの計画数の一部に「地域ニーズ枠」を設ける。

地域ニーズ枠については、実績の有無にかかわらず新規枠と同様の方法で選定する。 

・子育て中や介護中や在職中の求職者の訓練受講機会確保のための職業訓練コースの設定や、若

者の正社員就職を目指すための訓練の設定に努めるとともに、人材不足分野とされている分野・

職種についても、地域における産業の動向や求人ニーズを踏まえたものとする。 
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・新規参入枠については、上記訓練認定規模に対して下記割合を上限に認定する。 

基礎コース（地域ニーズ枠以外） 30％ 

実践コース（地域ニーズ枠以外） 10％ 

注 地域職業訓練実施計画で定めたコース別・分野別の訓練実施規模を超えては認定しない。 

申請対象期間の設定数を超える認定申請がある場合は、 

（ア）新 規 参 入枠 については、職 業 訓練 の案 等が良 好なものから認 定 する。 

（イ）実 績 枠については、求 職者 支 援 訓 練の就職 実 績等 が良 好なものから認 定 する。 

（ウ）地 域ニーズ枠は、実 績の有 無に関わらず新規 参 入枠 と同 様の方法で認 定 する。 

・大阪府地域においては、1 か月ごとに求職者支援訓練を認定する。認定単位期間ごとの具体的

な定員及び認定申請受付期間については、大阪労働局及び(独)高齢・障害・求職者雇用支援機

構大阪支部のホームページで周知する。 

・訓練実施機関が申請書提出期間内に申請できる件数は、基礎コースと実践コース

を合わせて２コースを上限とし、且つ、同一の種類（基礎コース又は実践コース

）で同一の分野を申請できる件数は１コースを上限とする（基礎コース「02ＩＴ

分野」１コースと実践コース「02ＩＴ分野」１コースの計２コースの申請は、基

礎コースと実践コースで別となるため申請は可）。 

なお、若者正社員育成コースは、申請件数の上限では１件の申請として取り扱

うが、同一の分野の１コースの上限では適用しない（実践コース「02ＩＴ分野」

１コースと、若者正社員育成コース「02ＩＴ分野」１コースの、計２コースの申

請は可）。 

・訓練 1 コースの定員上限を 25 人とする。 

  なお、各分野とも、地域ニーズ枠、新規参入枠、実績枠の上限を超える定員で

は申請できないこと。 

・e ラーニングコースの認定数は、各月とも実践コースの認定定員上限数の 1 割程度

 とする。 

・第 2 四半期以降においては、定員数が少なかった場合の繰越し分及び中止となっ

たコースの繰越し分について、基礎コースと実践コース間の振替や、実践コース

の他分野への振替を可能とする。 

 

２ 在職者に対する公共職業訓練 

在職者を対象に、機械･電気･ビジネス能力などのキャリアアップのための訓練を実施する。 

・大阪府は、87 コース、941 人の定員で実施する。 

校  名 コース数 定 員 科 目 名 

北大阪高等職業技術専門校 12 107 人 

有接点リレーシーケンス制御入門科、 

実習で学ぶ PLC シーケンス制御基本科、 

プログラミングの初歩科、 

建築パース入門科 等 

夕陽丘高等職業技術専門校 32 378 人 

建築ＣＡＤ科、消防設備士試験対策

科、労務管理業務の基礎科、ビル清掃

実務科等 

東大阪高等職業技術専門校 21 210 人 

機械ＣＡＤ科、電気工事士受験対策

科、マシニングセンタプログラム科、

機械図面の読み方・描き方科等 
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南大阪高等職業技術専門校 22 246 人 

冷凍機械責任者受験対策科、電気基礎

知識科、ＩＴパスポート試験対策科、

低圧電気取扱業務特別教育科等 

合  計 87 ｺｰｽ 941 人  

 

・(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構大阪支部は、555 コース、6,997 人の定員で実施する。 

校  名 コース数 定 員 科 目 名 

関西職業能力開発促進センター 434 5,015 人 

メカトロニクス技術科､産業機械科、

制御技術科、生産技術科、電気技術科、

電子技術科、電気エネルギー制御科、

建築設備科 

近畿職業能力開発大学校 121 1,982 人 

建築科、住居環境科、生産技術科、電

気エネルギー制御科、電気技術科、電

子技術科、電子情報技術科 

合  計 555 ｺｰｽ 6,997 人  

   ⅰ 上記計画以外に生産性向上支援訓練（定員 2,400 人）を計画し、ＤＸ人材育成の推進に寄与する技

能・知識等を習得するための訓練コースの設定を推進【関西職業能力開発促進センター】 

 

・大阪府は、障がい者向けの在職者訓練を、14 コース、90 人の定員で実施する。 

校  名 コース数 定 員 科 目 名 

大阪障害者職業能力開発校 14 90 人 
表計算データ活用基礎科、プログラミ

ング基礎科、機械ＣＡＤ基礎科 

合  計 14 ｺｰｽ 90 人  

 

３ 学卒者に対する公共職業訓練 

18 歳以上の若者を主な対象に、ものづくり分野等の人材を育成するための施設内訓練を実施する。 

・大阪府は、13 科目、335 人の定員で実施する。 

・訓練受講者の就職率は 90％を目指す。 

校  名 定 員 科 目 名 

北大阪高等職業技術専門校 150 人 

３Ｄモデルクラフト科、ロボテックオートメーシ

ョン科、ＩＣＴプログラミング科、建築設計科、

建築設備科、建築インテリア科 

東大阪高等職業技術専門校 45 人 ものづくり金属科、プロダクトサポート科 

南大阪高等職業技術専門校 140 人 
自動車・車体整備科、情報通信科、Ｗｅｂプログ

ラミング科、電気主任技術科、化学ビジネス科 

合  計 335 人 13 科目 
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・(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構大阪支部は、10 科目、460 人の定員で実施する。 

・訓練受講者の就職率は 95％を目指す。 

校  名 定 員 科 目 名 

近畿職業能力開発大学校 430 人 

生産技術科、生産機械システム技術科、電気エネ

ルギー制御科、生産電気システム技術科、電子情

報技術科、生産電子情報システム技術科、住居環

境科、建築施工システム技術科、メカトロニクス

技術科 

関西職業能力開発促進センター 

大阪港湾労働分所 
30 人 港湾荷役科 

合  計 460 人 10 科目 

 

４ 障がい者等に対する公共職業訓練 

 （１）施設内訓練に係る実施規模と分野 

  ・大阪府は、25 科目、308 人の定員で実施する。 

・訓練受講者の就職率は 80％を目指す。 

校  名 定 員 科 目 名 

北大阪高等職業技術専門校 20 人 ワークトレーニング科 

夕陽丘高等職業技術専門校 40 人 
ワークアシスト科、キャリアチャレンジ科、ジョ

ブステップ科 

大阪障害者職業能力開発校 115 人 

ＣＡＤ技術科、ＯＡビジネス科、Ｗｅｂデザイン

科、オフィス実践科、ワークサービス科、職域開

拓科、Ｊｏｂチャレンジ科 

大阪障害者職業能力開発校 

障害者特別委託訓練 
133 人 

ビジネス科、情報処理科、オフィス実務科、ビジ

ネスパートナー科、ワーキングスキル科、ワークア

ドバンスト科、ジョブ・コミュニケーション科、

ＩＣＴテレワーク科、ＯＡ実務科、実務作業科、

総合流通科、パン・菓子製造科、園芸科、グリー

ンハーベスト科 

合  計 308 人 25 科目 

 

（２） 委託訓練に係る実施規模と分野 

・大阪府は、188 人の定員で実施する。 

・訓練受講者の就職率は 55％を目指す。 

訓練種別 定 員 訓練月数 

知識・技能習得訓練コース 

（集合訓練） 
29 人 ３か月 

知識・技能習得訓練コース 

（日本版デュアルシステム） 
24 人 ４か月 

実践能力習得訓練コース 45 人 １か月 

ｅ－ラーニングコース 15 人 ３か月 

支援学校等早期訓練 25 人 １か月 

在職者訓練コース 50 人 ３か月以内 

合  計 188 人  

20



- 8 - 

 

第５ その他、職業能力の開発及び向上の促進のための取組等 

１ 関係機関との連携 ～大阪府内における資源をフル活用～ 

大阪労働局、大阪府、（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構大阪支部、有識者、産業界、職業訓練

機関等が連携し、大阪府内における職業訓練ニーズに応じた訓練を総合的かつ一体的に企画立案、実施

するとともに、職業訓練機関と公共職業安定所（以下「ハローワーク」という。）、OSAKA しごとフィ

ールド等の就業支援機関が連携し、訓練から就職までを一貫して支援する。 

 

２ 公的職業訓練の受講者の能力及び適性に応じた公的職業訓練の実施 

   ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティングなど、労働者のキャリア形成に資する情報提

供及び相談援助を行い、公的職業訓練の受講者の能力及び適性に応じた公的職業訓練を実施するもの

とする。 

    

３ 公的職業訓練の周知・広報の実施 

公的職業訓練の愛称・キャッチフレーズ「ハロートレーニング～急がば学べ～」やロゴマーク「ハ

ロトレくん」「とれゴン」を使用し、公的職業訓練について広く求職者に周知するため、大阪労働局、

大阪府、（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構大阪支部が連携し、以下の事項に取り組む。 

（１）訓練コース周知用冊子、ポスター等を作成、府内関連施設等へ配布し、広く制度の周知を行う。

また、ハローワークにおいて、公的職業訓練が有効と見込まれる者等（生活困窮者、ひとり親等）

に的確な誘導が図られるよう引き続き取り組む。 

（２）職業能力開発機会を必要とする求職者を適切に誘導するため、大阪府立高等職業技術専門校及び

関西職業能力開発促進センターにおける訓練校説明会、オープンキャンパス等を実施する。また、

各ハローワークにおいて職業訓練機関による学校説明会を定期的に開催する。 

（３）わかものハローワーク利用者等に対し、訓練校見学会・事業所見学会等を周知し、若者の職種志

向の転換を図る。また、マザーズハローワーク・ハローワーク内マザーズコーナーにおいて、託児

サービス付き訓練や短時間訓練コースの説明会を開催する。 

（４）ハローワークにおいて、企業における在職者訓練の活用促進が確実に図られるよう、積極的な周

知広報を行う。 

 

４ 地域におけるリスキリングの推進に関する事業 

地域に必要な人材を確保するため、経営者等の意識改革・理解促進や、従業員（在職者）の理解促

進、リスキリング実施の支援など、リスキリングの推進に資する事業を実施することができる。 

なお、具体的な事業の実施に当たっては、大阪府地域職業能力開発促進協議会において報告する。 

 

５ 職業訓練の効果的な実施のための取組 

公的職業訓練効果検証ワーキンググループにより得えられた、以下の検証結果に留意して訓練効果

を向上させるよう取り組む。 

訓練効果が期待できる内容としては、基礎的知識や技能の習得、スキルアップへのモチベーション

やチームスキルの向上、社会人としての基本的スキルや業界知識を学べる機会の提供がある。 

また、訓練効果を上げるために改善すべき内容としては、技術の進歩や社会の変化に対応するため、

訓練カリキュラムの不断のブラッシュアップがある。 

なお、改善促進策としては、新たに公的職業訓練を実施する訓練実施機関や、就職率が芳しくない

訓練実施機関に対し、機会を捉え上記訓練効果が期待できる内容を周知する。 
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令和６年度 

大阪府公的職業訓練効果検証ワーキング 

グループの具体的な進め方 

【資料３】 
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公
的
職
業
訓
練
効
果
検
証
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ

■
目
的

地
域
の
人
材
育
成
を
効
果
的
に
実
施
す
る
た
め
、
訓
練
コ
ー
ス
の
内
容
が
ニ
ー
ズ
に
即
し
た
も
の
と
な
っ
て
い
る
か
、

訓
練
効
果
等
が
上
が
っ
て
い
る
か
等
の
検
証
を
行
い
、
当
該
検
証
結
果
を
踏
ま
え
た
見
直
し
を
行
う
。

個
別
の
訓
練
コ
ー
ス
の

・
訓
練
修
了
者

・
採
用
企
業

・
訓
練
実
施
機
関

か
ら
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
実
施

訓
練
効
果
を
把
握
・
検
証

訓
練
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
等
の

改
善
を
図
る

1

■
構
成
員

大
阪
労
働
局
、

大
阪
府
、

独
立
行
政
法
人
高
齢
・
障
害
・
求
職
者
雇
用
支
援
機
構
大
阪
支
部

※
必
要
に
応
じ
て
、
大
阪
府
地
域
職
業
能
力
開
発
促
進
協
議
会
構
成
員
の
中
か
ら
任
意
の
者
を
追
加
で
き
る
。

■
令
和
6年
度
の
進
め
方

R6
年
3月
19
日

R6
年
4～
6月
頃

R6
年
7～
9月
頃

R6
年
10
月
頃

令
和
５
年
度
第
２
回
大
阪
府
地
域
職
業
能
力
開
発
促
進
協
議
会
で
検
証
対
象
と
な
る
訓
練
分
野
を
選
定

ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
（
W
G
）
は
選
定
さ
れ
た
分
野
の
中
か
ら
訓
練
コ
ー
ス
を
３
コ
ー
ス
以
上
選
定
し
、
各
コ
ー

ス
の
対
象
に
ヒ
ア
リ
ン
グ
を
実
施

（
ヒ
ア
リ
ン
グ
対
象
：
訓
練
修
了
者
、
訓
練
修
了
者
の
採
用
企
業
、
訓
練
実
施
機
関
）

W
G
は
、
ヒ
ア
リ
ン
グ
結
果
を
踏
ま
え
、
調
査
し
た
訓
練
コ
ー
ス
を
含
む
分
野
全
体
に
つ
い
て
「
訓
練
効
果
が
期
待

で
き
る
内
容
」
、
「
訓
練
効
果
を
上
げ
る
た
め
に
改
善
す
べ
き
内
容
」
を
整
理

⇒
改
善
促
進
策
（
案
）
を
検
討

W
G
は
、
令
和
６
年
度
第
１
回
大
阪
府
地
域
職
業
能
力
開
発
促
進
協
議
会
に
改
善
促
進
策
（
案
）
を
報
告

HAXNQA
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2

■
令
和
6年
度
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
内
容
（
案
）

訓
練
修
了
者

訓
練
内
容
の
う
ち
、
就
職
後
に
役
に
立
っ
た
も
の

訓
練
内
容
の
う
ち
、
就
職
後
に
あ
ま
り
活
用
で
き

て
い
な
い
も
の

就
職
後
に
感
じ
た
、
訓
練
で
学
べ
た
ら
よ
り
良

か
っ
た
知
識
や
ス
キ
ル

訓
練
内
容
の
う
ち
、
チ
ー
ム
で
働
く
た
め
に
必
要

な
ス
キ
ル
（
コ
ミ
ュ
力
、
傾
聴
力
、
協
調
性
な

ど
）
を
高
め
る
た
め
に
効
果
的
だ
っ
た
こ
と

訓
練
内
容
の
う
ち
、
就
労
意
欲
を
高
め
る
た
め
に

効
果
的
だ
っ
た
こ
と

資
格
の
取
得
予
定

そ
の
他
公
的
職
業
訓
練
へ
の
ご
意
見

採
用
企
業

採
用
す
る
に
あ
た
っ
て
決
め
手
と
な
っ
た
こ
と

採
用
選
考
で
職
業
訓
練
を
受
講
し
て
い
た
こ
と
の

評
価
訓
練
内
容
の
う
ち
、
採
用
後
の
仕
事
で
役
に
立
っ

て
い
る
も
の

訓
練
内
容
や
訓
練
期
間
が
、
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
訓

練
目
標
（
仕
上
が
り
像
）
に
到
達
す
る
た
め
に
適

切
か
訓
練
で
、
よ
り
一
層
習
得
し
て
お
い
て
ほ
し
い
知

識
や
ス
キ
ル

採
用
す
る
に
あ
た
り
、
訓
練
未
受
講
者
と
比
較
し

て
訓
練
修
了
者
に
期
待
す
る
こ
と

採
用
す
る
に
あ
た
り
、
資
格
を
取
得
し
て
い
る
こ

と
の
評
価

そ
の
他
公
的
職
業
訓
練
へ
の
ご
意
見

訓
練
実
施
に
あ
た
っ
て
工
夫
し
て
い
る
点

就
職
に
資
す
る
も
の
と
し
て
最
重
点
に
し
て
い
る

科
目
チ
ー
ム
で
働
く
た
め
に
必
要
な
ス
キ
ル
（
コ
ミ
ュ

力
、
傾
聴
力
、
協
調
性
な
ど
）
を
高
め
る
た
め
の

取
り
組
み

急
速
に
発
展
す
る
IT
業
界
に
お
い
て
新
た
な
技
術

に
対
応
す
る
た
め
の
工
夫

キ
ャ
リ
ア
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
の
実
施
状
況

受
講
生
の
就
労
意
欲
を
高
め
る
た
め
に
行
っ
て
い

る
取
り
組
み

訓
練
実
施
に
あ
た
っ
て
国
へ
の
要
望

訓
練
実
施
機
関

■
令
和
6年
度
の
検
証
対
象
分
野
（
案
）

デ
ジ
タ
ル
分
野

デ
ジ
タ
ル
田
園
都
市
国
家
構
想
総
合
戦
略
（
令
和
４
年
12
月
閣
議
決
定
）
に
お
い
て
、
職
業
訓
練
の
デ
ジ
タ
ル
分
野
の
重

点
化
を
推
進
す
る
と
さ
れ
て
い
る
。
今
後
、
幅
広
く
企
業
に
お
け
る
D
X推
進
人
材
の
確
保
・
育
成
が
必
要
と
な
る
こ
と

か
ら
、
D
X推
進
ス
キ
ル
標
準
対
応
訓
練
の
拡
充
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

大
阪
府
内
の
デ
ジ
タ
ル
分
野
の
離
職
者
向
け
公
的
職
業
訓
練
は
応
募
倍
率
が
高
く
求
職
者
の
ニ
ー
ズ
が
あ
る
と
考
え
ら
れ

る
こ
と
に
加
え
、
大
阪
府
内
に
お
け
る
Ｉ
Ｔ
分
野
の
求
人
規
模
が
比
較
的
大
き
い
。

上
記
に
よ
り
、
令
和
５
年
度
に
引
き
続
き
訓
練
コ
ー
ス
の
内
容
が
求
人
ニ
ー
ズ
に
即
し
て
い
る
か
検
証
し
て
い
く
こ
と
が

効
果
的
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
。

（
理
由
）
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その他事項 
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2
0
2
1
年

4
月

1
日

厚
生

労
働

省
大

阪
労

働
局

教
育
訓
練
給
付
制
度
の
指
定
講
座
の
状
況
等

HAXNQA
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資料４－（１）
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専
門
実
践
教
育
訓
練
給
付

＜
特

に
労

働
者

の
中

長
期

的
キ

ャ
リ

ア
形

成
に

資
す

る
教

育
訓

練
を

対
象

＞

特
定
一
般
教
育
訓
練
給
付

＜
特

に
労

働
者

の
速

や
か

な
再

就
職

及
び

早
期

の
キ

ャ
リ

ア
形

成
に

資
す

る
教

育
訓

練
を

対
象

＞

一
般
教
育
訓
練
給
付

＜
左

記
以

外
の

雇
用

の
安

定
・

就
職

の
促

進
に

資
す

る
教

育
訓

練
を

対
象

＞

給
付

内
容

受
講

費
用

の
5
0
％

（
上

限
年
間
4
0
万
円

）
を

６
か

月
ご

と
に

支
給

。

※
 訓

練
修

了
後

１
年

以
内

に
、

資
格

取
得

等
し

、
就

職
等

し
た

場
合

、
受

講
費

用
の
2
0
％

（
上

限
年
間
1
6
万
円

）
を

追
加

支
給

。

受
講

費
用

の
4
0
％

（
上

限
2
0
万
円

）
受

講
費

用
の
2
0
％

（
上

限
1
0
万
円

）

支
給

要
件

○
在
職
者
又
は
離
職
後
１
年
以
内

（
妊

娠
、

出
産

、
育

児
、

疾
病

、
負

傷
等

で
教

育
訓

練
給

付
の

対
象

期
間

が
延

長
さ

れ
た

場
合

は
最

大
2
0
年

以
内

）
の

者

○
雇
用
保
険
の
被
保
険
者
期
間
３
年
以
上

（
初

回
の

場
合

、
専

門
実

践
教

育
訓

練
給

付
は
２
年
以
上

、
特

定
一

般
教

育
訓

練
給

付
・

一
般

教
育

訓
練

給
付

は
１
年
以
上

）

講
座 数

2
,8

6
1
講

座
5
7
3
講

座
1
1
,8

3
3
講

座

受
給

者
数

3
5
,9

0
6
人

（
初

回
受

給
者

数
）

3
,0

5
6
人

7
8
,2

2
6
人

講
座

指
定

要
件

次
の
い
ず
れ
か
の
類
型
に
該
当
し
、
か
つ
就
職
率
等
の
要
件

を
満
た
す
も
の

①
業
務
独
占
資
格
又
は
名
称
独
占
資
格
に
係
る
い
わ
ゆ
る

養
成
施
設
の
課
程

②
専
門
学
校
の
職
業
実
践
専
門
課
程
及
び
キ
ャ
リ
ア
形
成
促
進

プ
ロ
グ
ラ
ム

③
専
門
職
大
学
院

④
大
学
等
の
職
業
実
践
力
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム

⑤
一
定
レ
ベ
ル
以
上
の
情
報
通
信
技
術
に
関
す
る
資
格
取
得
を

目
標
と
す
る
課
程

⑥
第
四
次
産
業
革
命
ス
キ
ル
習
得
講
座

⑦
専
門
職
大
学
･専
門
職
短
期
大
学
･専
門
職
学
科
の
課
程

次
の
い
ず
れ
か
の
類
型
に
該
当
し
、
か
つ
就
職
率

等
の
要
件
を
満
た
す
も
の

①
業
務
独
占
資
格
、
名
称
独
占
資
格
若
し
く
は

必
置
資
格
に
係
る
い
わ
ゆ
る
養
成
施
設
の
課

程
又
は
こ
れ
ら
の
資
格
の
取
得
を
訓
練
目
標

と
す
る
課
程
等

②
一
定
レ
ベ
ル
以
上
の
情
報
通
信
技
術
に
関
す

る
資
格
取
得
を
目
標
と
す
る
課
程

③
短
時
間
の
職
業
実
践
力
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム

及
び
キ
ャ
リ
ア
形
成
促
進
プ
ロ
グ
ラ
ム

次
の
い
ず
れ
か
の
類
型
に
該
当
す
る
教
育
訓
練

①
公
的
職
業
資
格
又
は
修
士
若
し
く
は
博
士
の

学
位
等

の
取

得
を

訓
練

目
標

と
す

る
も

の

②
①

に
準

じ
、
訓
練
目
標
が
明
確
で
あ
り
、

訓
練
効
果
の
客
観
的
な
測
定
が
可
能
な
も
の

民
間

職
業

資
格

の
取

得
を

訓
練

目
標

と
す

る
も

の
等

労
働

者
が

主
体

的
に

、
厚

生
労

働
大

臣
が

指
定

す
る

教
育

訓
練

を
受

講
し

、
修

了
し

た
場

合
に

、
そ

の
費

用
の

一
部

を
雇

用
保

険
に

よ
り

支
給

。

文
部
科
学
省
連
携

経
済
産
業
省
連
携

文
部
科
学
省
連
携

文
部
科
学
省
連
携

教
育
訓
練
給
付
の
概
要

（
注
）
講
座
数
は
20
23
年
10
月
時
点
、受
給
者
数
は
20
22
年
度
実
績
。

1
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受
給
の
要
件
を

満
た
す
者
（
※
）

①
入
講
→
講
座
を
修
了

（
受
講
料
を自
ら負
担
）

住
居
所
を
管
轄
す
る

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

③
支
給
申
請
の
手
続
き

④
支
払
った
費
用
の

一
定
割
合
を給
付

（
※

）
特

定
一

般
教

育
訓

練
・

専
門

実
践

教
育

訓
練

に
つ

い
て

は
、

講
座

の
受

講
開

始
１

ヶ
月

前
ま

で
に

、
訓

練
前

キ
ャ

リ
ア

コ
ン

サ
ル

テ
ィ

ン
グ

を
受

け
、

ジ
ョ

ブ
・

カ
ー

ド
を

作
成

し
、

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

に
お

い
て

、
受

給
資

格
確

認
を

行
う

こ
と

が
必

要

③
教
育
訓
練
給
付
の
対
象
講
座
とし
て

指
定
（
指
定
期
間
３
年
） ①
申
請

１
．
教
育
訓
練
給
付
の
対
象
講
座
に
な
る
ま
で
の
流
れ 申
請
受
付
は
年
２
回

（
例
年
４
月
か
らと
10
月
か
らの
約
１
ヶ月
間
）

厚
生
労
働
省

②
審
査

厚
生
労
働
大
臣
の
指
定
を
受
け
た
講
座

２
．
教
育
訓
練
給
付
を
受
給
す
る
ま
で
の
流
れ

教
育

訓
練

に
つ

い
て

、
継

続
、

安
定

し
て

遂
行

す
る

能
力

が
あ

る
こ

と
当

該
講

座
に

つ
い

て
1
事

業
年

度
以

上
の

事
業

実
績

を
有

し
て

い
る

こ
と

施
設

管
理

者
や

苦
情

受
付

者
等

、
施

設
管

理
者

を
配

置
す

る
こ

と
等

・ ・ ・

4
月

申
請

は
1
0
月

指
定

1
0
月

申
請

は
4
月

指
定

（
指

定
基

準
）

②
教
育
訓
練
修
了
証
明
書
等
の
発
行

指
定
基
準
を
満
た
す
講
座
を
有
す
る

教
育
訓
練
機
関

申
請
窓
口
等
実
施
機
関

（
厚
生
労
働
省
委
託
）

中
央
職
業
能
力
開
発
協
会
（
令
和
５
～
６
年
度
）

指
定

希
望

講
座

の
実

施
関

係
調

査
票

及
び

指
定

基
準

の
確

認
関

係
書

類

教
育
訓
練
給
付
の
指
定
申
請
等
の
概
要

2
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キ
ャリ
ア
コン
サ
ル
タン
ト

社
会
保
険
労
務
士
試
験

ファ
イナ
ンシ
ャル
・プ
ラン
ニン
グ
技

能
検
定
試
験

行
政
書
士
、税
理
士

中
小
企
業
診
断
士
試
験

通
関
士
、マ
ンシ
ョン
管
理
士
試
験

司
法
書
士
、弁
理
士

気
象
予
報
士
試
験

土
地
家
屋
調
査
士

司
書
・司
書
補

産
業
カウ
ンセ
ラー
試
験

公
認
内
部
監
査
人
認
定
試
験

第
四
次
産
業
革
命
ス
キ
ル

習
得
講
座

IT
S
S
レ
ベ
ル
３
以
上

(1
20
時
間
以
上

)
の
資
格
取
得
を
目
指
す
講
座

（
シ
ス
コ技
術
者
認
定
資
格
等
）

IT
S
S
レ
ベ
ル
３
以
上

(1
20
時
間
未
満

)
又
は

IT
S
S
レ
ベ
ル
２
以
上
の
資
格
取
得

を
目
指
す
講
座

（
基
本
情
報
技
術
者
試
験
等
）

IT
パ
ス
ポ
ー
ト

W
eb
クリ
エ
イタ
ー
能
力
認
定
試
験

Ill
us

tr
at

or
クリ
エ
イタ
ー

能
力
認
定
試
験

CA
D
利
用
技
術
者
試
験

介
護
福
祉
士
（
介
護
福
祉
士
実
務

者
研
修
を含
む
）

社
会
福
祉
士

保
育
士

看
護
師
、准
看
護
師
、助
産
師

精
神
保
健
福
祉
士
、は
り師

柔
道
整
復
師
、歯
科
技
工
士

理
学
療
法
士
、作
業
療
法
士

言
語
聴
覚
士
、栄
養
士

管
理
栄
養
士
、保
健
師

美
容
師
、理
容
師

あ
ん
摩
マ
ッサ
ー
ジ
指
圧
師

き
ゅう
師
、臨
床
工
学
技
士

視
能
訓
練
士

臨
床
検
査
技
師

主
任
介
護
支
援
専
門
員
研
修

介
護
支
援
専
門
員
実
務
研
修

介
護
福
祉
士
実
務
者
研
修

介
護
職
員
初
任
者
研
修

特
定
行
為
研
修

喀
痰
吸
引
等
研
修

福
祉
用
具
専
門
相
談
員

登
録
販
売
者

衛
生
管
理
者
免
許
試
験

医
療
事
務
技
能
審
査
試
験

医
療
事
務
認
定
実
務
者

（
Ｒ
）
試
験

調
剤
薬
局
事
務
検
定
試
験

健
康
管
理
士
一
般
指
導
員

資
格
認
定
試
験

メン
タル
ヘ
ル
ス
・マ
ネ
ジ
メン
ト

検
定
試
験

情
報
関
係

大
型
自
動
車
第
一
種
・

第
二
種
免
許

中
型
自
動
車
第
一
種
・

第
二
種
免
許

大
型
特
殊
自
動
車
免
許

準
中
型
自
動
車
第
一
種
免
許

普
通
自
動
車
第
二
種
免
許

フォ
ー
クリ
フト
運
転
技
能
講
習

け
ん
引
免
許

車
両
系
建
設
機
械
運
転
・

玉
掛
・小
型
移
動
式
クレ
ー
ン・

高
所
作
業
車
運
転
・

床
上
操
作
式
クレ
ー
ン・

不
整
地
運
搬
車
運
転
技
能
講
習

移
動
式
クレ
ー
ン運
転
士
免
許

クレ
ー
ン・
デ
リッ
ク運
転
士
免
許

輸
送
・機
械
運
転
関
係

技
術
関
係

営
業
・販
売
関
係

医
療
・社
会
福
祉
・

保
健
衛
生
関
係

事
務
関
係

専
門
的
サ
ー
ビス
関
係

M
ic

ro
so

ft
 O

ffi
ce

 S
pe

ci
al

is
t 

20
16

VB
Aエ
キ
ス
パ
ー
ト

簿
記
検
定
試
験
（
日
商
簿
記
）

日
本
語
教
員
、I

EL
TS

日
本
語
教
育
能
力
検
定
試
験

実
用
英
語
技
能
検
定
（
英
検
）

TO
EI

C、
VE

RS
AN

T、
TO

EF
L 

iB
T

中
国
語
検
定
試
験

H
SK
漢
語
水
平
考
試

｢ハ
ング
ル
｣能
力
検
定

建
設
業
経
理
検
定

調
理
師

宅
地
建
物
取
引
士
資
格
試
験

イン
テ
リア
コー
デ
ィネ
ー
ター

パ
ー
ソ
ナ
ル
カラ
リス
ト検
定

ソ
ム
リエ
呼
称
資
格
認
定
試
験

国
内
旅
行
業
務
取
扱

管
理
者
試
験 製
造
関
係

大
学
・専
門
学
校
等
の

講
座
関
係

測
量
士
補
、電
気
工
事
士

航
空
運
航
整
備
士

自
動
車
整
備
士

海
技
士

電
気
主
任
技
術
者
試
験

建
築
士

技
術
士

土
木
施
工
管
理
技
術
検
定

建
築
施
工
管
理
技
術
検
定

管
工
事
施
工
管
理
技
術
検
定

電
気
通
信
工
事
担
任
者
試
験

製
菓
衛
生
師

パ
ン製
造
技
能
検
定
試
験

職
業
実
践
専
門
課
程

（
商
業
実
務
、文
化
、工
業
、衛
生
、

動
物
、情
報
、デ
ザ
イン
、自
動
車
整
備
、

土
木
・建
築
、ス
ポ
ー
ツ、
旅
行
、服
飾
・

家
政
、医
療
、経
理
・簿
記
、電
気
・電

子
、ビ
ジ
ネ
ス
、社
会
福
祉
、農
業
な

ど） 職
業
実
践
力
育
成
プ
ログ
ラム

（
保
健
、社
会
科
学
、工
学
・工
業
な

ど） キ
ャリ
ア
形
成
促
進
プ
ログ
ラ

ム
（
医
療
、文
化
教
養
、商
業
実
務

関
係
）

専
門
職
学
位

（
ビジ
ネ
ス
・M

O
T、
教
職
大
学
院
、法

科
大
学
院
な
ど）

短
時
間
の
職
業
実
践
力
育
成

プ
ログ
ラム
（
人
文
科
学
・人
文
）

短
時
間
の
キ
ャリ
ア
形
成
促
進

プ
ログ
ラム
（
文
化
教
養
関
係
）

修
士
・博
士

履
修
証
明

科
目
等
履
修
生

教
育
訓
練
給
付
の
講
座
指
定
の
対
象
とな
る
主
な
資
格
・試
験
な
ど

専
門
実
践
教
育
訓
練
給
付

最
大
で
受
講
費
用
の
７
０
％
〔年
間
最
大

５
６
万
円
〕を
受
講
者
に
支
給

特
定
一
般
教
育
訓
練
給
付

受
講
費
用
の
４
０
％
〔上
限
２
０
万
円
〕

を
受
講
者
に
支
給

一
般
教
育
訓
練
給
付

受
講
費
用
の
２
０
％
〔上
限
１
０
万
円
〕

を
受
講
者
に
支
給

LL
0
6
0
1
0
4
開

若
0
1

3
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指
定
講
座
の
状
況
（
訓
練
機
関
の
所
在
地
・
分
野
別
）
（
令
和
５
年
10
月
１
日
時
点
）

84
7 18

3 

39
2 

32
3 24

4 
33

8 
39

2 

23
9 31

5 2
96

 53
3 

39
3 2,

34
1 

39
2 57

7 

11
3 

11
5 

11
2 

15
 36

0 

18
2 51

9 
57

6 19
5 

84
 38

8 

78
7 

55
7 

66
 11

6 
12

7 
11

3 20
9 

42
4 

11
9 14

8 
16

5 
29

8 17
8 

54
6 

10
6 

87
 18

1 
98

 12
2 24

9 

10
7 

0

50
0

1,
00

0

1,
50

0

2,
00

0

2,
50

0

北 海 道

青 森 県

岩 手 県

宮 城 県

秋 田 県

山 形 県

福 島 県

茨 城 県

栃 木 県

群 馬 県

埼 玉 県

千 葉 県

東 京 都

神 奈 川 県

新 潟 県

富 山 県

石 川 県

福 井 県

山 梨 県

長 野 県

岐 阜 県

静 岡 県

愛 知 県

三 重 県

滋 賀 県

京 都 府

大 阪 府

兵 庫 県

奈 良 県

和 歌 山 県

鳥 取 県

島 根 県

岡 山 県

広 島 県

山 口 県

徳 島 県

香 川 県

愛 媛 県

高 知 県

福 岡 県

佐 賀 県

長 崎 県

熊 本 県

大 分 県

宮 崎 県

鹿 児 島 県

沖 縄 県

大
学

・
専

門
学

校
等

の
講

座
製

造
技

術
・

農
業

営
業

・
販

売
・

サ
ー

ビ
ス

事
務

情
報

専
門

的
サ

ー
ビ

ス
医

療
・

社
会

福
祉

・
保

健
衛

生
輸

送
・

機
械

運
転

（
講
座
数
）

Ｎ
＝

15
,2

67

○
地

域
に

よ
っ

て
指

定
講

座
数

に
ば

ら
つ

き
が

み
ら

れ
る

が
、

最
も

多
い

東
京

都
が

約
2,

30
0講

座
と

全
体

の
約

15
%

を
占

め
、

続
い

て
北

海

道
、

大
阪

府
、

新
潟

県
、

愛
知

県
の

順
に

多
く

な
っ

て
い

る
。

〇
東

京
都

の
指

定
講

座
を

分
野

別
に

み
る

と
、

特
に

「
専

門
的

サ
ー

ビ
ス

関
係

」
「

情
報

関
係

」
「

技
術

関
係

」
で

は
指

定
講

座
の

４
～

５

割
が

東
京

都
の

教
育

訓
練

機
関

に
よ

り
実

施
さ

れ
て

い
る

。

資
料

出
所

：
厚

生
労

働
省

「
教

育
訓

練
給

付
の

指
定

講
座

に
係

る
行

政
記

録
情

報
」

よ
り

若
年

者
・

キ
ャ

リ
ア

形
成

支
援

担
当

参
事

官
室

で
作

成
4

※
訓

練
機

関
の

所
在

地
別

で
集

計
し

て
お

り
、

一
の

訓
練

機
関

が
同

一
の

講
座

を
複

数
箇

所
で

開
講

し
て

い
る

場
合

、
開

講
箇

所
数

に
関

わ
ら

ず
訓

練
機

関
の

所
在

す
る

都
道

府
県

に
１

講
座

計
上

し
て

い
る

。
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大
阪
府
に
お
け
る
指
定
講
座
の
状
況
（
訓
練
機
関
の
所
在
地
別
・
主
な
資
格
別
）

（
令
和
５
年
10
月
１
日
時
点
）

○

資
料

出
所

：
厚

生
労

働
省

「
教

育
訓

練
給

付
の

指
定

講
座

に
係

る
行

政
記

録
情

報
」

よ
り

若
年

者
・

キ
ャ

リ
ア

形
成

支
援

担
当

参
事

官
室

で
作

成
5

全
国

計
専
門
実
践
特
定
一
般

一
般

計
専
門
実
践
特
定
一
般

一
般

輸
送
・
機
械
運
転
関
係

大
型

自
動

車
第

一
種

免
許

24
60

－
80

23
80

27
－

0
27

輸
送

・
機

械
運

転
関

係
中

型
自

動
車

第
一

種
免

許
16

88
－

56
16

32
23

－
5

18
輸

送
・

機
械

運
転

関
係

準
中

型
自

動
車

第
一

種
免

許
76

3
－

32
73

1
22

－
4

18
輸

送
・

機
械

運
転

関
係

大
型

特
殊

自
動

車
免

許
67

6
－

20
65

6
2

－
0

2
輸

送
・

機
械

運
転

関
係

大
型

自
動

車
第

二
種

免
許

66
1

－
33

62
8

13
－

0
13

輸
送

・
機

械
運

転
関

係
フ

ォ
ー

ク
リ

フ
ト

運
転

技
能

講
習

30
1

－
3

29
8

19
－

1
18

輸
送

・
機

械
運

転
関

係
け

ん
引

免
許

15
2

－
12

14
0

9
－

0
9

輸
送

・
機

械
運

転
関

係
そ

の
他

97
2

－
15

95
7

22
－

0
22

医
療
・
社
会
福
祉
・
保
健
衛
生
関
係

医
療

事
務

技
能

審
査

試
験

7
－

－
7

0
－

－
0

医
療

・
社

会
福

祉
・

保
健

衛
生

関
係

介
護

福
祉

士
（

実
務

者
研

修
含

む
）

15
38

29
5

21
12

22
99

24
0

75
医

療
・

社
会

福
祉

・
保

健
衛

生
関

係
介

護
支

援
専

門
員

10
7

－
64

43
6

－
0

6
医

療
・

社
会

福
祉

・
保

健
衛

生
関

係
喀

痰
吸

引
等

研
修

修
了

57
－

14
43

4
－

4
0

医
療

・
社

会
福

祉
・

保
健

衛
生

関
係

介
護

職
員

初
任

者
研

修
27

7
－

75
20

2
27

－
7

20
医

療
・

社
会

福
祉

・
保

健
衛

生
関

係
看

護
師

28
7

28
0

0
7

19
15

0
4

医
療

・
社

会
福

祉
・

保
健

衛
生

関
係

特
定

行
為

研
修

26
5

－
67

19
8

20
－

1
19

医
療

・
社

会
福

祉
・

保
健

衛
生

関
係

社
会

福
祉

士
16

4
12

5
6

33
15

14
1

0
医

療
・

社
会

福
祉

・
保

健
衛

生
関

係
保

育
士

12
6

10
8

3
15

10
8

1
1

医
療

・
社

会
福

祉
・

保
健

衛
生

関
係

精
神

保
健

福
祉

士
11

1
85

0
26

13
13

0
0

医
療

・
社

会
福

祉
・

保
健

衛
生

関
係

歯
科

衛
生

士
11

5
11

2
0

3
9

7
0

2
医

療
・

社
会

福
祉

・
保

健
衛

生
関

係
そ

の
他

56
9

41
5

9
14

5
60

42
0

18
専
門
的
サ
ー
ビ
ス
関
係

税
理

士
20

5
－

0
20

5
25

－
0

25
専

門
的

サ
ー

ビ
ス

関
係

社
会

保
険

労
務

士
試

験
11

8
－

3
11

5
10

－
3

7
専

門
的

サ
ー

ビ
ス

関
係

行
政

書
士

50
－

0
50

5
－

0
5

専
門

的
サ

ー
ビ

ス
関

係
そ

の
他

17
8

22
0

15
6

12
2

0
10

大
阪
府
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大
阪
府
に
お
け
る
指
定
講
座
の
状
況
（
訓
練
機
関
の
所
在
地
別
・
主
な
資
格
別
）

（
令
和
５
年
10
月
１
日
時
点
）

○

資
料

出
所

：
厚

生
労

働
省

「
教

育
訓

練
給

付
の

指
定

講
座

に
係

る
行

政
記

録
情

報
」

よ
り

若
年

者
・

キ
ャ

リ
ア

形
成

支
援

担
当

参
事

官
室

で
作

成
6

情
報
関
係

M
ic

ro
so

ft 
O

ffi
ce

 S
pe

ci
al

is
t

75
－

－
75

14
－

－
14

情
報

関
係

CA
D

利
用

技
術

者
試

験
25

－
－

25
3

－
－

3
情

報
関

係
W

eb
ク

リ
エ

イ
タ

ー
能

力
認

定
試

験
47

－
－

47
9

－
－

9
情

報
関

係
第

四
次

産
業

革
命

ス
キ

ル
習

得
講

座
12

9
12

9
－

－
3

3
－

－
情

報
関

係
そ

の
他

12
8

3
10

11
5

15
0

0
15

事
務
関
係

TO
EI

C
16

6
－

－
16

6
50

－
－

50
事

務
関

係
簿

記
検

定
試

験
（

日
商

簿
記

）
84

－
－

84
6

－
－

6
事

務
関

係
中

国
語

検
定

試
験

32
－

－
32

8
－

－
8

事
務

関
係

｢ハ
ン

グ
ル

｣能
力

検
定

5
－

－
5

2
－

－
2

事
務

関
係

実
用

フ
ラ

ン
ス

語
技

能
検

定
試

験
4

－
－

4
1

－
－

1
事

務
関

係
日

本
語

教
員

53
－

－
53

5
－

－
5

事
務

関
係

そ
の

他
80

－
－

80
3

－
－

3
営
業
・
販
売
・
サ
ー
ビ
ス
関
係

宅
地

建
物

取
引

士
資

格
試

験
12

2
－

4
11

8
14

－
4

10
営

業
・

販
売

・
サ

ー
ビ

ス
関

係
そ

の
他

37
1

29
5

0
76

11
14

(4
)

1

製
造
関
係

計
34

11
0

23
3

1
0

2

技
術
・
農
業
関
係

建
築

士
56

－
0

56
0

－
0

0
技

術
・

農
業

関
係

建
築

施
工

管
理

技
術

検
定

51
－

0
51

16
－

0
16

技
術

・
農

業
関

係
土

木
施

工
管

理
技

術
検

定
59

－
0

59
14

－
0

14
技

術
・

農
業

関
係

そ
の

他
22

6
19

3
20

4
41

2
3

36

大
学
・
専
門
学
校
等
の
講
座
関
係

修
士

・
博

士
62

4
－

－
62

4
18

－
－

18
大

学
・

専
門

学
校

等
の

講
座

関
係

キ
ャ

リ
ア

形
成

促
進

プ
ロ

グ
ラ

ム
6

5
1

－
0

0
0

－
大

学
・

専
門

学
校

等
の

講
座

関
係

職
業

実
践

専
門

課
程

66
4

66
4

－
－

45
45

－
－

大
学

・
専

門
学

校
等

の
講

座
関

係
職

業
実

践
力

育
成

プ
ロ

グ
ラ

ム
24

0
19

8
42

－
24

20
4

－
大

学
・

専
門

学
校

等
の

講
座

関
係

専
門

職
大

学
院

95
94

－
1

5
5

－
0

大
学

・
専

門
学

校
等

の
講

座
関

係
科

目
等

履
修

生
15

－
－

15
0

－
－

0
大

学
・

専
門

学
校

等
の

講
座

関
係

履
修

証
明

28
－

－
28

2
－

－
2

大
学

・
専

門
学

校
等

の
講

座
関

係
そ

の
他

1
1

0
－

0
0

0
－
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都
道
府
県
別
の
教
育
訓
練
給
付
の
受
給
者
数
・
支
給
額
に
つ
い
て
（
令
和
４
年
度
）

7

○
居

住
地

別
の

受
給

者
数

に
つ

い
て

、
専

門
実

践
教

育
訓

練
給

付
初

回
受

給
者

、
特

定
一

般
及

び
一

般
教

育
訓

練
給

付
受

給
者

の
合

計
は

約

11
万

７
千

人
と

な
っ

て
お

り
、

最
も

多
い

東
京

で
は

約
１

万
８

千
人

で
全

体
に

占
め

る
受

給
者

割
合

は
約

15
％

と
な

っ
て

い
る

。

資
料

出
所

：
厚

生
労

働
省

「
雇

用
保

険
事

業
年

報
」

よ
り

若
年

者
・

キ
ャ

リ
ア

形
成

支
援

担
当

参
事

官
室

で
作

成

都
道

府
県

番
号

都
道

府
県

名
都

道
府

県
番

号
都

道
府

県
名

専
門

実
践

（
初

回
受

給
者

数
）

（
※

１
）

専
門

実
践

（
延

べ
受

給
者

数
）

（
※

２
）

支
給

額
（

千
円

）
特

定
一

般
＋

一
般

支
給

額
（

千
円

）
専

門
実

践
（

初
回

受
給

者
数

）
（

※
１

）
専

門
実

践
（

延
べ

受
給

者
数

）
（

※
２

）
支

給
額

（
千

円
）

特
定

一
般

＋
一

般
（

受
給

者
数

）
支

給
額

（
千

円
）

1
北

海
道

1
,3

8
0
 

3
,4

3
1
 

3
8
9
,4

4
1

3
,8

1
6
 

1
3
8
,3

6
7

2
5

滋
賀

県
3
1
8
 

7
0
2
 

9
9
,7

2
5

7
2
6
 

2
3
,2

0
6

2
青

森
県

2
3
4
 

7
0
2
 

7
3
,8

9
6

5
9
5
 

2
0
,0

0
4

2
6

京
都

府
6
4
2
 

1
,7

4
1
 

2
8
9
,0

3
0

1
,6

1
6
 

6
3
,1

6
4

3
岩

手
県

2
9
5
 

6
0
5
 

5
5
,6

2
9

9
8
3
 

3
1
,7

2
4

2
7

大
阪

府
3
,0

0
2
 

8
,0

5
1
 

1
,2

0
8
,1

1
6

5
,9

0
5
 

2
3
8
,9

2
3

4
宮

城
県

4
0
7
 

1
,0

9
4
 

1
6
0
,2

8
5

1
,3

5
4
 

5
0
,4

8
1

2
8

兵
庫

県
1
,7

0
9
 

4
,4

0
3
 

6
2
0
,1

3
5

3
,8

0
3
 

1
3
2
,5

1
8

5
秋

田
県

1
7
8
 

4
1
1
 

3
1
,5

5
9

5
8
8
 

1
5
,2

2
3

2
9

奈
良

県
3
7
8
 

9
2
6
 

1
1
6
,6

0
8

6
8
1
 

2
5
,5

9
0

6
山

形
県

1
5
5
 

4
0
9
 

4
3
,5

0
6

7
0
2
 

2
2
,1

4
8

3
0

和
歌

山
県

1
7
4
 

3
8
5
 

4
2
,7

8
0

6
3
7
 

2
1
,4

3
3

7
福

島
県

2
7
1
 

7
0
7
 

8
4
,5

6
8

1
,1

1
8
 

4
0
,6

8
2

3
1

鳥
取

県
8
9
 

2
7
3
 

3
6
,8

1
7

3
4
4
 

1
0
,8

8
7

8
茨

城
県

6
1
2
 

1
,6

7
7
 

2
1
6
,9

2
0

1
,4

4
8
 

5
4
,1

9
1

3
2

島
根

県
1
2
1
 

3
5
3
 

4
3
,6

2
3

3
7
3
 

1
0
,5

1
4

9
栃

木
県

4
5
4
 

1
,1

9
6
 

1
4
9
,3

5
6

1
,1

8
2
 

3
6
,3

0
4

3
3

岡
山

県
4
0
8
 

1
,0

2
0
 

1
2
0
,1

4
5

1
,2

2
3
 

4
2
,9

2
2

1
0

群
馬

県
5
0
8
 

1
,5

5
4
 

1
9
7
,2

0
9

1
,2

1
8
 

3
8
,4

6
2

3
4

広
島

県
6
9
9
 

1
,9

0
2
 

2
1
9
,8

4
0

1
,9

3
5
 

7
4
,9

8
8

1
1

埼
玉

県
2
,3

1
6
 

6
,2

0
5
 

9
7
9
,8

1
4

5
,0

1
9
 

1
8
6
,8

1
0

3
5

山
口

県
2
6
8
 

7
2
4
 

7
3
,4

0
1

7
2
5
 

2
5
,0

7
8

1
2

千
葉

県
1
,6

0
5
 

4
,3

9
7
 

6
6
3
,2

8
9

3
,8

8
5
 

1
5
3
,2

9
9

3
6

徳
島

県
1
4
6
 

3
3
9
 

3
8
,0

7
1

4
2
5
 

1
5
,2

3
9

1
3

東
京

都
6
,3

4
9
 

1
7
,3

0
3
 

3
,1

2
5
,3

7
5

1
1
,4

5
6
 

6
0
1
,1

8
1

3
7

香
川

県
2
6
8
 

9
1
6
 

1
2
5
,6

1
9

5
5
9
 

1
8
,5

2
9

1
4

神
奈

川
県

3
,5

0
3
 

8
,5

2
2
 

1
,2

9
7
,6

3
1

6
,5

0
1
 

2
8
4
,1

2
0

3
8

愛
媛

県
4
2
2
 

9
9
6
 

1
1
0
,0

3
3

7
8
7
 

2
8
,4

8
6

1
5

新
潟

県
3
4
3
 

8
8
8
 

1
2
8
,3

5
6

1
,6

7
2
 

5
9
,3

5
7

3
9

高
知

県
1
2
1
 

4
5
0
 

6
6
,6

5
0

4
2
0
 

1
5
,4

2
0

1
6

富
山

県
1
5
2
 

3
0
1
 

3
2
,3

0
4

5
3
7
 

1
6
,6

1
5

4
0

福
岡

県
1
,6

5
0
 

4
,9

1
2
 

6
5
6
,6

1
7

2
,9

0
2
 

1
0
9
,9

6
7

1
7

石
川

県
2
2
2
 

5
5
4
 

5
8
,3

0
5

4
6
1
 

1
5
,6

6
6

4
1

佐
賀

県
2
9
8
 

1
,1

4
8
 

1
3
5
,3

2
9

3
5
0
 

1
2
,3

2
4

1
8

福
井

県
1
6
6
 

3
3
3
 

2
6
,3

2
7

5
1
6
 

1
7
,1

6
2

4
2

長
崎

県
3
1
4
 

8
9
4
 

9
3
,4

5
2

4
4
9
 

1
5
,5

6
7

1
9

山
梨

県
1
2
6
 

3
5
4
 

4
0
,5

4
8

2
6
9
 

6
,6

2
9

4
3

熊
本

県
4
1
8
 

1
,2

5
7
 

1
4
6
,5

1
7

1
,0

6
0
 

3
4
,7

3
6

2
0

長
野

県
3
8
0
 

8
8
5
 

9
7
,0

5
5

1
,3

1
5
 

3
8
,6

3
5

4
4

大
分

県
2
7
1
 

8
3
0
 

9
9
,1

6
6

5
6
4
 

1
7
,9

1
7

2
1

岐
阜

県
2
8
5
 

9
8
5
 

1
2
3
,4

8
1

1
,0

3
2
 

3
4
,6

6
0

4
5

宮
崎

県
2
9
4
 

9
2
3
 

1
0
5
,2

2
7

5
4
4
 

1
6
,1

4
3

2
2

静
岡

県
7
9
6
 

1
,8

9
4
 

2
1
6
,8

4
1

2
,2

3
9
 

7
7
,7

8
0

4
6

鹿
児

島
県

4
5
7
 

1
,3

2
8
 

1
5
5
,0

7
7

7
2
0
 

2
4
,8

0
9

2
3

愛
知

県
1
,8

4
8
 

4
,7

6
6
 

7
1
7
,8

1
4

4
,9

8
8
 

1
8
7
,6

1
6

4
7

沖
縄

県
5
1
1
 

1
,7

4
3
 

2
4
0
,2

6
9

5
6
4
 

1
9
,8

7
7

2
4

三
重

県
3
4
3
 

9
1
2
 

1
1
5
,9

2
4

1
,0

7
6
 

3
7
,0

5
2

全
国

計
3
5
,9

0
6

9
6
,3

0
1

1
3
,8

2
9
,3

7
6

8
1
,2

8
2

3
,1

6
2
,9

1
2

（
注

）
：

全
国

計
は

決
算

値
で

あ
り

、
各

都
道

府
県

分
は

業
務

統
計

値
で

あ
る

た
め

、
各

都
道

府
県

の
合

計
は

全
国

計
に

一
致

し
な

い
。

○
都

道
府

県
別

の
教

育
訓

練
給

付
の

受
給

者
数

・
支

給
額

（
20

22
年

度
）

（
※

１
）

（
※

２
）

：
専

門
実

践
教

育
訓

練
給

付
は

６
月

ご
と

に
支

給
し

て
い

る
。

「
専

門
実

践
（

初
回

受
給

者
数

）
」

は
20

22
年

度
に

１
回

目
の

支
給

を
受

け
た

者
。

「
専

門
実

践
（

延
べ

受
給

者
数

）
」

は
20

22
年

度
中

に
支

給
を

受
け

た
延

べ
人

数
。
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教
育
訓
練
給
付
制
度
に
お
け
る
地
域
の
訓
練
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た
指
定
講
座
拡
大
の
取
組

※
「

新
し

い
資

本
主

義
の

グ
ラ

ン
ド

デ
ザ

イ
ン

及
び

実
行

計
画

2
0
2
3
改

訂
版

」
令

和
５

年
６

月
1
6
日

閣
議

決
定

（
抜

粋
）

•
「

リ
・

ス
キ

リ
ン

グ
に

よ
る

能
力

向
上

支
援

」
に

つ
い

て
は

、
現

在
、

企
業

経
由

が
中

心
と

な
っ

て
い

る
在

職
者

へ
の

学
び

直
し

支
援

策
に

つ
い

て
、

５
年

以
内

を
目

途
に

、
効

果
を

検
証

し
つ

つ
、

過
半

が
個

人
経

由
で

の
給

付
が

可
能

と
な

る
よ

う
、

個
人

へ
の

直
接

支
援

を
拡

充
す

る
。

•
デ

ジ
タ

ル
分

野
へ

の
リ

・
ス

キ
リ

ン
グ

を
強

化
す

る
た

め
、

専
門

実
践

教
育

訓
練

に
つ

い
て

、
デ

ジ
タ

ル
関

係
講

座
数

（
1
7
9
講

座
（

本
年

４
月

時
点

）
）

を
、

2
0
2
5
年

度
末

ま
で

に
3
0
0
講

座
以

上
に

拡
大

す
る

。

○
主
体
的
な
リ
・
ス
キ
リ
ン
グ
に
よ
る
能
力
向
上

支
援
の
充
実
に
向
け
て
、

労
働

者
が

厚
生

労
働

大

臣
が

指
定

す
る

講
座

を
受

講
、

修
了

し
た

場
合

に

そ
の

費
用

の
一

部
を

雇
用

保
険

か
ら

支
給

す
る
教

育
訓
練
給
付
制
度
の
指
定
講
座
の
拡
大
が
求
め
ら

れ
て
い
る
。
（
※
）

○
一

方
で

、
労

働
政

策
審

議
会

で
は

、
教

育
訓

練

給
付

の
指
定
講
座
に
つ
い
て
地
域
ご
と
の
偏
り
が

指
摘
さ
れ
て
い
る
と
こ
ろ
。

【
背
景
】

こ
う

し
た

状
況

に
対

応
す

る
た

め
、

○
地
域
職
業
能
力
開
発
促
進
協
議
会
を
通
じ
て
地

域
毎
の
訓
練
ニ
ー
ズ
等
を
把
握

○
把
握
し
た
訓
練
ニ
ー
ズ
の
高
い
分
野
や
地
域
の

教
育
資
源
が
十
分
に
活
用
さ
れ
て
い
な
い
分
野
等

の
業
界
団
体
や
訓
練
実
施
機
関
に
対
し
て
、
厚
生

労
働
省
か
ら
教
育
訓
練
給
付
制
度
の
周
知
広
報
や

講
座
指
定
申
請
勧
奨
な
ど
を
実
施

等
に
よ
り
、
地
域
の
訓
練
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た
指

定
講
座
の
拡
大
を
は
か
る
。

【
対
応
】

8
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○
地

域
職

業
能

力
開

発
促

進
協

議
会

や
中

央
職

業
能

力
開

発
促

進
協

議
会

の
議

論
を

踏
ま

え
、

訓
練

ニ
ー

ズ
の

高
い

分
野

や
、

地
域

の
教

育
資

源
が

十
分

に
活

用
さ

れ
て

い
な

い
分

野
等

の
業

界
団

体
や

訓
練

実
施

機
関

に
対

し
て

、
厚
生
労
働
省
か
ら
教
育
訓
練
給
付
制
度
の
周
知
広
報
や
講
座
指
定
申
請
勧
奨

な
ど
を
実
施

。

教
育
訓
練
給
付
制
度
に
お
け
る
地
域
の
訓
練
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た
指
定
講
座
の
拡
大

都
道
府
県
労
働
局

・
都
道
府
県

・
J
E
E
D
支
部

・
訓
練
実
施
機

関
の
団
体

・
事
業
主
団
体

等

地
域

職
業

能
力

開
発

促
進

協
議

会

協
議

事
項

の
追

加
（

Ｒ
６

新
規

）

地
域
の
訓
練
ニ
ー
ズ
を
踏
ま
え
た
教
育
訓
練
給
付
制
度
に
よ
る

訓
練
機
会
の
確
保
等
に
つ
い
て

・
本

省
か

ら
情

報
提

供
を

受
け

た
教

育
訓

練
給

付
制

度
の

指
定

講
座

情
報

➀
～

➃
に

つ
い

て
、

労
働

局
か

ら
説

明
す

る
と

と

も
に

、
地

域
の

訓
練

ニ
ー

ズ
を

踏
ま

え
た

適
切

な
訓

練
機

会

の
確

保
等

に
つ

い
て

協
議

。

中
央

職
業

能
力

開
発

促
進

協
議

会

協
議

事
項

の
追

加
（

Ｒ
６

新
規

）
教
育
訓
練
給
付
制
度
の
実
施
状
況
及
び
地
域
職
業
能
力
開
発
促
進
協
議
会
に
よ
る
協
議
の
状

況 ・
厚

生
労

働
省

か
ら

、
教

育
訓

練
給

付
制

度
の

全
国

の
講

座
指

定
状

況
や

受
給

者
数

の
状

況
、

地
域

職
業

能
力

開
発

促
進

協
議

会
に

よ
る

協
議

の
状

況
等

を
報

告
。

厚
生
労
働
省

①

〇
リ

・
ス

キ
リ

ン
グ

に
よ

る
能

力
向

上
支

援
を

推
進

す
る

た
め

、
地

域
職

業
能

力
開

発
促

進
協

議
会

を
活

用
し

て
教

育
訓

練
給

付
制

度
に

か
か

る
地

域
の

訓
練

ニ
ー

ズ
を

把
握

す
る

と
と

も
に

、
指

定
講

座
の

拡
大

に
よ

り
訓

練
機

会
を

確
保

す
る

。

情
報

提
供

（
Ｒ

６
新

規
）

教
育
訓
練
給
付
制
度
の
指
定
講
座
情
報

を
情
報
提
供

➀
都

道
府

県
別

指
定

講
座

数

➁
都

道
府

県
別

受
給

者
数

➂
資

格
免

許
別

・
指

定
講

座
数

（
全

国
・

都
道

府
県

）
及

び
受

給
者

数

（
全

国
計

）

➃
都

道
府

県
別

指
定

講
座

一
覧

（
訓

練

施
設

・
訓

練
コ

ー
ス

名
・

期
間

等
）

※
➀

～
➃

は
資

料
イ

メ
ー

ジ
。

➁

報
告

（
Ｒ

６
新

規
）

地
域
協
議
会
の
協
議
内
容
を
報
告

※
地

域
の

実
情

を
踏

ま
え

、
労

働
局

や

構
成

員
が

教
育

訓
練

給
付

の
講

座
拡

大
等

の
た

め
の

取
組

（
訓

練
実

施
機

関
へ

の
周

知
広

報
や

講
座

指
定

申
請

勧
奨

等
）

を
実

施
す

る
場

合
は

そ
の

内
容

を
含

む
。

9
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大阪府地域職業能力開発促進協議会設置要綱（改正案） 
 
１ 目 的 

大阪労働局及び大阪府は、職業能力開発促進法（昭和 44 年法律第 64 号）第

15 条の規定に基づき、大阪府域において、地域の関係者が参画し、同法第 16 条

第 1 項の規定に基づき設置する公共職業能力開発施設において実施する職業訓

練（同法第 15 条の 7 第 3 項の規定に基づき実施する職業訓練を含む。）及び職

業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（平成 23 年法律第

47 号）第 4 条第 2 項に規定する認定職業訓練（両訓練を合わせて、以下「公的

職業訓練」という。）を実施するに当たり、地域における人材ニーズを適切に反

映した訓練コースの設定を促進するとともに、訓練効果の把握・検証を通じた訓

練内容の改善等の協議を行う地域職業能力開発促進協議会を設置する。 
 
２ 構成員 
（１）地域職業能力開発促進協議会（以下「協議会」という。）は、以下に掲げる

者（団体の場合は、団体が推薦する者）を構成員とし、大阪労働局長が委嘱す

る。 
① 学識経験者 
② 事業主団体 

公益社団法人関西経済連合会 
大阪商工会議所 
大阪府中小企業団体中央会 

③ 労働者団体 
日本労働組合総連合会大阪府連合会 

④ 職業訓練若しくは職業に関する教育訓練を実施する者又はその団体 
独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構大阪支部 
一般社団法人大阪府専修学校各種学校連合会 
大阪府職業能力開発協会 
一般社団法人全国産業人能力開発団体連合会 

⑤ 職業紹介事業者若しくは特定募集情報等提供事業者又はその団体 
⑥ 近畿経済産業局 
⑦ 大阪府 
⑧ 大阪労働局 

（２）必要に応じ、関係者の出席を求めることができる。 
 
３ ワーキンググループ 
  協議会は、協議事項の検討に必要なワーキンググループを設置することがで

きる。 
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４ 会 長 
（１）協議会に会長を置き、委員の互選により選任する。 
（２）会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 
（３）会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員が、その職務を代理

する。 
 
５ 協議会の開催 
  協議会は、原則として年２回以上の開催とする。 
 
６ 協議事項 
  協議会は、次に掲げる事項について協議する。 
（１）公的職業訓練について、地域の人材ニーズ及び実施状況を踏まえた訓練コー

スの設定に関すること。 
（２）公的職業訓練について、訓練効果の把握・検証等に関すること。 
（３）キャリアコンサルティングの機会の確保その他の職業能力の開発及び向上

の促進のための取組に関すること。 
（４）公的職業訓練の実施にあたり年度計画の策定に関すること。 
（５）地域の訓練ニーズを踏まえた教育訓練給付制度よる訓練機会の確保等につ

いて 
（６）その他必要な事項に関すること。 
 
７ 事務局 
  事務局は、大阪労働局職業安定部に置く。 
 
８ その他 
（１）議事会資料及び議事録等については、協議会において申し合わせた場合を除

き、公開とする。 
（２）協議会の事務に従事する者又は従事した者は、職業能力開発促進法第 15   

条第 3 項の規定により、正当な理由なく、協議会の事務に関して知り得た秘

密を漏らしてはならない。 
（３）この要綱に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は別に定める。 
 
９ 附則 
  附則として施行日を定めることとし、施行日は協議会の開催日とする。 
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実
践
の
場
提
供
企
業

(
6
0
社
程
度
）

デ
ジ
タ
ル
関
連
業
務

(
最

大
６

か
月
)

２
事
業
の
概
要
・
ス
キ
ー
ム
・
実
施
主
体
等

１
事
業
の
目
的

デ
ジ
タ
ル
人
材
育
成
の
た
め
の
「
実
践
の
場
」
開
拓
モ
デ
ル
事
業

令
和
６
年
度
概
算
要
求
額
1
3

億
円
（
－
）

※
（
）
内
は
前
年
度
当
初
予
算
額

労
働
保
険
特
別
会
計

一
般
会
計

労
災

雇
用

徴
収

○

人
材
開
発
統
括
官
付
政
策
企
画
室

（
内
線
5
9
6
3
）

厚
生
労
働
省

実
践

の
場

提
供

企
業

で
雇

用

不
足
す
る
デ
ジ
タ
ル
人
材
の
育
成
が
急
務
で
あ
る
中
、
以
下
の
2
つ
の
タ
イ
プ
の
人
材
は
O
F
F
－
JT
だ
け
で
は
不
十
分
で
実
務
経
験
が
必
要
と
さ
れ
て
い
る
。

①
他
職
種
か
ら
IT
人
材
に
転
職
を
目
指
す
者
の
う
ち
中
高
年
齢
者
は
、
公
的
職
業
訓
練
等
を
修
了
し
一
定
の
ス
キ
ル
を
得
て
も
未
経
験
の
た
め
就
職
率
が
低
い

傾
向
(※

１
)。

②
IT
以
外
の
産
業
分
野
の
企
業
の
D
X
推
進
の
た
め
に
は
、
企
業
内
に
、
D
X
を
推
進
す
る
人
材
が
必
要
だ
が
、
こ
う
し
た
人
材
は
座
学
講
座
だ
け
で
は
足
り
ず
、

実
践
の
場
を
通
じ
て
経
験
を
積
む
こ
と
が
必
要
(※

２
)。

こ
の
た
め
、
①
、
②
の
ケ
ー
ス
の
た
め
の
「
実
践
の
場
」
を
創
出
す
る
モ
デ
ル
事
業
を
実
施
し
、
そ
の
効
果
・
課
題
等
を
把
握
し
、
よ
り
効
率
的
・
効
果
的
な

支
援
の
在
り
方
を
検
証
す
る
。
(事

業
実
施
期
間
：
令
和
６
年
度
～
７
年
度
）

【
雇
用
契
約
】

【
就
職
支
援
(無

料
職
業
紹
介
)】

※
１

公
共
職
業
訓
練
修
了
後
の
就
職
率

全
体
2
0
歳
代
6
8
.2
％
、
デ
ジ
タ
ル
6
5
.7
％
、
全
体
3
5
歳
以
上
6
3
.0
％
、
デ
ジ
タ
ル
5
3
.5
％
（
令
和
３
年
度

公
共
職
業
訓
練
(都

道
府
県
分
）

※
２

デ
ジ
タ
ル
人
材
育
成
の
た
め
「
自
社
の
e
-ラ

ー
ニ
ン
グ
」
（
5
9
.3
％
）
を
実
施
し
て
い
る
も
の
の
、
「
取
り
組
ん
で
い
る
が
D
X
に
つ
な
が
ら
な
い
」
（
2
8
.2
%
)、

「
推
進
で
き
る
人
が
い
な
い
」
（
2
7
.4
％
）
傾
向
が
あ
る
。

育
成
が
必
要
な
D
X
人
材
は
「
現
場
で
D
X
を
企
画
・
推
進
す
る
デ
ジ
タ
ル
変
革
人
材
」
（
6
5
.6
％
）
、
「
現
場
で
デ
ジ
タ
ル
を
活
用
で
き
る
デ
ジ
タ
ル
活
用
人
材
」
（
4
6
.2
％
）
な
ど
と
考
え
ら
れ
て
お
り
、
現
場
で
の
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
も
含
め
た

「
実
践
的
な
学
び
」
の
機
会
が
必
要
（
パ
ー
ソ
ル
プ
ロ
セ
ス
＆
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
株
式
会
社
「
D
X
・
デ
ジ
タ
ル
人
材
育
成
ト
レ
ン
ド
調
査
2
0
2
2
」
）

年
1
,2
0
0
人
程
度

委
託

受
託
法
人
(
４
社
程
度
）

(
労
働
者
派
遣
、
職
業
紹
介
許
可
法
人
）

就
職

中
高
年
層

の
訓
練
等

の
修
了
者

D
X
推
進

人
材

【
メ
ン
タ
ー
経
費
支
給
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令和６年度全国職業訓練実施計画（案） 

【参考資料】 



 

令和６年度 全国職業訓練実施計画（案） 

 

 

 

第１ 総則 

１ 計画のねらい 

産業構造の変化、技術の進歩その他の経済的環境の変化の中で、職業の安定、労働者の地位

の向上及び経済社会の発展を図るためには、これらによる業務の内容の変化に対する労働者

の適応性を増大させ、及び円滑な就職に資するよう、労働者に対して適切な職業能力開発を行

う必要がある。このため、都道府県、事業主等が行う職業能力開発に関する自主的な努力を尊

重しつつ、雇用失業情勢等に応じて、国が、職業能力開発促進法（昭和 44年法律第 64 号。以

下「能開法」という。）第 16 条第１項の規定に基づき設置する公共職業能力開発施設（以下

「公共職業能力開発施設」という。）において実施する職業訓練（能開法第 15条の７第３項

の規定に基づき実施する職業訓練（以下「委託訓練」という。）を含む。以下「公共職業訓練」

という。）及び職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（平成 23年法

律第 47 号。以下「求職者支援法」という。）第４条第１項の規定により厚生労働大臣の認定

を受けた職業訓練（以下「求職者支援訓練」という。）の充実を図ることにより、労働者の十

分な職業能力開発の機会を確保する必要がある。 

本計画は、本計画の対象期間（以下「計画期間」という。）中における対象者数や訓練内容

等を明確にし、計画的な公共職業訓練及び求職者支援訓練（以下「公的職業訓練」という。）

の実施を通じて、職業の安定、労働者の地位の向上等を図るものである。 

また、公共職業能力開発施設は、本計画を実施する際に、都道府県労働局、ハローワーク、

地方公共団体等関係機関との連携を図り、効率的かつ効果的な公共職業訓練の実施を図るも

のとする。 

 

２ 計画期間 

計画期間は、令和６年４月１日から令和７年３月 31 日までとする。 

 

３ 計画の改定 

本計画は、公的職業訓練の実施状況等を踏まえ、必要な場合には改定を行うものとする。 

 

第２ 労働市場の動向、課題等 

１ 労働市場の動向と課題 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大後、有効求人倍率や完全失業率の悪化など雇用への

大きな影響が見られたものの、足下の令和５年 11月現在では求人の持ち直しの動きが堅調で

ある。一方、コロナ禍からの経済活動の再開に伴って人手不足感が再び深刻化し、社会全体で

の有効な人材活用が必要であり、そのためには、働く方々の意欲と能力に応じた多様な働き方

を可能とし、賃金上昇の好循環を実現していくことが重要である。 

また、中長期的にみると、我が国は少子化による労働供給制約という課題を抱えている。こ
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うした中で、我が国が持続的な経済成長を実現していくためには、多様な人材が活躍できるよ

うな環境整備を進め、労働生産性を高めていくことが必要不可欠であり、そのためには、職業

能力開発への投資を推進していくことが重要である。 

デジタル・トランスフォーメーションやグリーン・トランスフォーメーション（以下「DX

等」という。）の進展といった大きな変革の中で、中小企業等の着実な事業展開、生産性や技

能・技術の向上のために必要となる人材の確保、育成が求められている。加えて、企業規模等

によっては DX等の進展への対応に遅れがみられることにも留意が必要である。 

こうした変化への対応が求められる中で、地域のニーズに合った人材の育成を推進するた

めには、公的職業訓練のあり方を不断に見直し、離職者の就職の実現に資する公的職業訓練

や、産業界や地域の人材ニーズに合致した在職者の生産性の向上等、多様な職業能力開発の機

会を確保・提供することが重要である。 

特に、デジタル分野については、「デジタル田園都市国家構想総合戦略（2023 改訂版）」

（令和５年 12 月 26 日閣議決定）等において、デジタル人材が質・量ともに不足しているこ

とと、都市圏への偏在といった課題を解決するために、職業訓練のデジタル分野の重点化に計

画的に取り組むこととしている。 

障害者については、ハローワークにおける新規求職申込件数が増加傾向にあり、障害者の

障害特性やニーズに応じた就職が実現できるよう、一層の環境整備が求められるとともに、人

生 100 年時代の到来による職業人生の長期化を踏まえ、今後は雇入れ後のキャリア形成支援

を進めていく必要がある。また、障害者の福祉から雇用への移行を促進するため、障害者雇用

施策と障害者福祉施策が連携を図りつつ、個々の障害者の就業ニーズに即した職業能力開発

を推進し、障害者の職業の安定を図る必要がある。 

 

２ 直近の公的職業訓練をめぐる状況 

令和５年度の新規求職者は令和５年 11月末現在で 3,027,813 人（前年同月比 98.7％）であ

り、そのうち、求職者支援法第２条に規定する特定求職者に該当する可能性のある者の数は令

和５年 11月末現在で 1,404,406 人（前年同月比 97.5％）であった。 

これに対し、令和５年度の公的職業訓練の受講者数については、以下のとおりである。 

＜令和５年４月～11 月＞ 

  離職者に対する公共職業訓練          73,693 人（前年同期比 90.9％） 

求職者支援訓練                      29,672 人（前年同期比 122.8％） 

在職者訓練                          56,358 人（前年同期比 112.5％） 

 

第３ 令和６年度の公的職業訓練の実施方針 

令和４年度の離職者向け公的職業訓練の実施状況を分析すると、 

① 応募倍率が低く、就職率が高い分野（「介護・医療・福祉分野」）があること 

② 応募倍率が高く、就職率が低い分野（「IT分野」「デザイン分野」）があること 

③ 委託訓練の計画数と実績は乖離しており、さらに令和４年度は委託訓練受講者が減少

していること 

④ デジタル人材が質・量とも不足、都市圏偏在があること 
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といった課題がみられた。 

これらの課題の解消を目指し、令和６年度の公的職業訓練は以下の方針に基づいて実施す

る。 

①については、引き続き、訓練コースの内容や効果を踏まえた受講勧奨の強化を行う。 

②については、IT分野、デザイン分野とも、一層のコース設定の促進を図る。デザイン分

野は求人ニーズに即した効果的な訓練内容かの検討も併せて行う。また、求職者が自身の希

望に沿った適切な訓練コースを選択できるよう、支援を行うハローワークの訓練窓口職員の

知識の向上や、訓練実施施設による事前説明会や見学会に参加できる機会の確保を図るとと

もに、訓練修了者の就職機会の拡大に資するよう訓練修了者歓迎求人等の確保に取り組む。 

③については、開講時期の柔軟化、受講申込み締切日から受講開始日までの期間の短縮、

効果的な周知広報等、受講者数増加のための取組を行う。 

④については、職業訓練のデジタル分野への重点化を進め、一層のコース設定の促進を図

る。 

 

第４ 計画期間中の公的職業訓練の対象者数等 

１ 離職者に対する公的職業訓練 

（１） 離職者に対する公共職業訓練 

ア 対象者数及び目標 

（国の施設内訓練） 

対象者数 23,000 人 

目標 就職率：82.5％ 

（委託訓練） 

対象者数 118,599 人 

目標 就職率：75％ 

 

イ 職業訓練の内容、職業訓練を設定する上での留意事項等 

離職者に対する公共職業訓練については、訓練内容や訓練コースの設定について、以

下の点を踏まえた実施に努める。 

① 職業訓練の内容等 

 職業訓練の内容に応じた様々な民間教育訓練機関を活用した多様な職業能力開発の

機会の提供にあっては、都道府県又は市町村が能開法第 16 条第１項または第２項の

規定に基づき設置する施設（障害者職業能力開発施校を除く。）において実施する職

業訓練との役割分担を踏まえる。 

 国の施設内訓練については、民間教育訓練機関では実施できないものづくり分野にお

いて実施する。 

 受講者に対する訓練修了前から就職まで一貫した支援のため、ハローワークと関係機

関との連携強化の下、ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティング、求人情

報の提供等の計画的な就職支援を実施する。 

 委託訓練については、全ての労働人口がデジタルリテラシーを身につけ、デジタル技
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術を利活用できるようにすることが重要であるとされていることから、デジタル分野

以外の全ての訓練コースにおいて、デジタルリテラシーの向上促進を図る。 

 経済社会が急速に変化する中、一人ひとりが能力を発揮し、それに適した賃金や処遇

を得られ、安定して働くことができる環境整備の一環として、必要に応じ職業能力評

価制度との連動をより意識した内容とする。 

 

② 分野に応じた訓練コースの設定等 

 IT 分野、デザイン分野については、デジタル分野の重点化の観点から、IT、WEB デザ

イン関連の資格取得を目指すコースや企業実習を組み込んだ訓練コースの委託費の

上乗せ措置、オンライン訓練（eラーニングコース）におけるパソコン等の貸与に要

した経費を委託費の対象とする措置に加え、DX 推進スキル標準に対応した訓練コー

スについて、委託費の上乗せ措置の対象とすることにより、訓練コースの設定を推進

する。 

 IT 分野、デザイン分野については、求人ニーズに即した効果的な訓練内容になって

いるか、検討した上で、求職者が自身の希望に沿った適切な訓練コースを選択できる

よう、支援を行うハローワークの訓練窓口職員の知識の向上や、訓練実施施設による

事前説明会や見学会に参加できる機会の確保を図るとともに、訓練修了者の就職機会

の拡大に資するよう訓練修了者歓迎求人等の確保に取り組み、十分な就職支援を実施

する。 

 IT 分野、デザイン分野については、職業訓練の受講により習得できるスキル（資格な

ど）の見える化・明確化を進める一方で、求人企業が求めるスキル等の見える化・明

確化や、公的職業訓練受講者をターゲットにした求人提出の働きかけの実施等ハロー

ワークと連携した就職支援を実施する。 

 ものづくり分野については、DX 等に対応した職業訓練コースを充実させる。 

 介護分野については、職場見学・職場体験等を組み込んだ訓練コースの委託費の上乗

せ措置により、訓練コースの設定を促進する。 

 介護・医療・福祉分野については、職業訓練の応募倍率の向上のため、応募・受講し

やすい募集・訓練日程を検討した上で実施するとともに、訓練コースの内容や効果を

踏まえた受講勧奨を実施する。 

 委託訓練については、計画数を踏まえ、十分な訓練機会の確保に努めるとともに、開

講時期の柔軟化、受講申込み締切日から受講開始日までの期間の短縮、効果的な周知

広報等、受講者数増加のための取組を行う。 

 

③ 対象者に応じた訓練コースの設定等 

 育児や介護等、多様な事情を抱える求職者等が主体的に受講できるよう実施期間・時

間に配慮した訓練コースや、オンライン訓練（eラーニングを含む。）、託児サービ

ス付き訓練コースの設定を推進する。 

 雇用のセーフティネットとして、母子家庭の母等のひとり親、刑務所を出所した者、

定住外国人等特別な配慮や支援を必要とする求職者に対して、それぞれの特性に応じ
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た職業訓練を実施する。 

 これまで能力開発の機会に恵まれなかった非正規雇用労働者等を対象とした国家資

格の取得等を目指す長期の訓練コースについては、対象となる者の受講促進に努め、

正社員就職に導くことができる充実した訓練の実施を推進する。 

 

（２） 求職者支援訓練 

ア 対象者数及び目標 

対象者数 48,261 人に訓練機会を提供するため、訓練認定規模の上限 64,348 人 

目標 雇用保険適用就職率：基礎コース 58％ 実践コース 63％ 

 

イ 職業訓練の内容、職業訓練を設定する上での留意事項等 

     求職者支援訓練については、訓練内容や訓練コースの設定について、以下の点を踏ま

えた実施に努める。 

① 職業訓練の内容等 

 基礎的能力を習得する職業訓練（基礎コース）及び実践的能力を習得する職業訓練（実

践コース）を設定することとし、全国の認定規模の割合は以下のとおりとする。 

基礎コース 訓練認定規模の 30％程度 

実践コース 訓練認定規模の 70％程度 

※ 実践コース全体の訓練認定規模に対してデジタル分野 30％、介護分

野 20％を下限の目安として設定する。 

 地域ニーズ枠については、より安定した就職の実現に資するよう、各地域の状況や工

夫に応じて主体的に独自の訓練分野、特定の対象者又は特定の地域を念頭に置いた訓

練等について、全ての都道府県の地域職業訓練実施計画で設定する。地域ニーズ枠の

設定に当たっては、公共職業訓練（離職者訓練）の訓練規模、分野及び時期も踏まえ

た上で、都道府県の認定規模の 20％以内で設定する。 

 新規参入となる職業訓練の上限は以下のとおりとする。 

基礎コース 30％ 

実践コース 10％ 

 新規参入枠については、地域において必ず設定することとするが、一の申請対象期間

における新規参入枠以外の設定数（以下「実績枠」という。）に対する認定申請が、

当該実績枠の上限を下回る場合は、当該実績枠の残余を、当該申請対象期間内の新規

参入枠とすることも可能とする。 

 新規参入枠については、職業訓練の案等が良好なものから、実績枠については、求職

者支援訓練の就職実績等が良好なものから認定する。 

 受講者に対する訓練修了前から就職まで一貫した支援のため、ハローワークと関係機

関との連携強化の下、ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティング、求人情

報の提供等の計画的な就職支援を実施する。 

 全ての労働人口がデジタルリテラシーを身につけ、デジタル技術を利活用できるよう

にすることが重要であるとされていることから、デジタル分野以外の全ての訓練コー
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スにおいて、デジタルリテラシーの向上促進を図る。 

 経済社会が急速に変化する中、一人ひとりが能力を発揮し、それに適した賃金や処遇

を得られ、安定して働くことができる環境整備の一環として、必要に応じ職業能力評

価制度との連動をより意識した内容とする。 

 

② 分野に応じた訓練コースの設定等 

 IT 分野、デザイン分野については、デジタル分野の重点化の観点から、IT、WEB デザ

イン関連の資格取得を目指す訓練コースへの基本奨励金の上乗せ措置、企業実習を組

み込んだデジタル分野の訓練コースやオンライン訓練（eラーニングコース）におけ

るパソコン等の貸与に要した経費への奨励金支給措置に加え、DX 推進スキル標準に

対応した訓練コースについて、基本奨励金の上乗せ措置の対象とすることにより、訓

練コースの設定を推進する。 

 IT 分野、デザイン分野については、求人ニーズに即した効果的な訓練内容になって

いるか、検討した上で、求職者が自身の希望に沿った適切な訓練コースを選択できる

よう、支援を行うハローワークの訓練窓口職員の知識の向上や訓練実施施設による事

前説明会や見学会に参加できる機会の確保を図るとともに、訓練修了者の就職機会の

拡大に資するよう訓練修了者歓迎求人等の確保に取り組み、十分な就職支援を実施す

ること。 

 IT 分野、デザイン分野については、職業訓練の受講により習得できるスキル（資格な

ど）の見える化・明確化を進める一方で、求人企業が求めるスキル等の見える化・明

確化や、公的職業訓練受講者をターゲットにした求人提出の働きかけの実施等ハロー

ワークと連携した就職支援を実施する。 

 介護分野については、職場見学・職場体験等を組み込んだ訓練コースへの奨励金支給

措置により、訓練コースの設定を促進する。 

 介護・医療・福祉分野については、職業訓練の応募倍率の向上のため、応募・受講し

やすい募集・訓練日程を検討した上で実施するとともに、訓練コースの内容や効果を

踏まえた受講勧奨を実施する。 

 

③ 対象者に応じた訓練コースの設定等 

・ 育児や介護等、多様な事情を抱える求職者等が主体的に受講できるよう実施期間・時

間に配慮した訓練コースや、オンライン訓練（eラーニングを含む。）、託児サービ

ス付き訓練コースの設定を推進する。 

 

２ 在職者に対する公共職業訓練等 

（１）対象者数 

公共職業訓練（在職者訓練） 65,000 人 

生産性向上支援訓練     48,500 人 

 

（２）職業訓練の内容等 
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・ 在職者訓練については、産業構造の変化、技術の進歩等による業務の変化に対応する高

度な技能及びこれに関する知識を習得させる真に高度な職業訓練であって、都道府県等又

は民間教育訓練機関において実施することが困難なものを実施する。 

・ ものづくり分野において、企業の中で中核的役割を果たしている者を対象に、専門的知

識及び技能・技術を習得させる高度なものづくり訓練を実施する。さらに、生産性向上人

材育成支援センターにおいては、幅広い分野の事業主からのデジタル人材や生産性向上に

関する相談等に対応するとともに、課題の解消に向けた適切な職業訓練のコーディネート

等の事業主支援を実施する。 

・ ものづくり分野については、DX 等に対応した職業訓練コースの開発・充実、訓練内容の

見直し等を図る。 

・ 訓練の効果を客観的に把握する観点から、訓練コースの受講を指示した事業主等に対し

て、受講者が習得した能力の職場での活用状況について確認する。 

 

３ 学卒者に対する公共職業訓練 

（１）対象者数及び目標 

対象者数 5,800 人（専門課程 3,900 人、応用課程 1,800 人、普通課程 100 人） 

目標   就職率：95％ 

 

（２）職業訓練の内容等 

・ 産業の基盤を支える人材を養成するために、職業能力開発大学校等において、理論と技

能・技術を結びつけた実学融合の教育訓練システムにより、最新の技能・技術に対応でき

る高度なものづくりを支える人材（高度実践技能者）を養成する。特に、DX 等に対応した

職業訓練コースを充実する。 

 

４ 障害者等に対する公共職業訓練 

（１）対象者数及び目標 

  （施設内訓練） 

対象者数 2,930 人 

目標 就職率：70％ 

（委託訓練） 

対象者数 3,380 人 

目標 就職率：55％ 

 

（２）職業訓練の内容等 

 障害者職業能力開発校においては、精神障害者を始めとする職業訓練上特別な支援を要

する障害者を重点的に受け入れて、個々の受講者の障害の特性等に応じた公共職業訓練

を一層推進する。 

 都道府県が職業能力開発校において、精神保健福祉士等の配置、障害者に対する職業訓

練技法等の普及を推進することにより、精神障害者等を受け入れるための体制整備に努
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める。 

 障害者委託訓練の設定については、就職に結びつきやすい実践能力習得訓練コースの設

定を促進しつつ、委託元である都道府県が関係機関と連携を図り、対象となる障害者の

確保、法定雇用率が未達成である企業や障害者の雇用の経験の乏しい企業を含めた委託

先の新規開拓に取り組む。障害者委託訓練のうち知識・技能習得訓練コース等において、

障害を補うための職業訓練支援機器等を活用した場合、職場実習機会を付与した場合や

就職した場合の経費の追加支給を実施するなど、訓練内容や就職支援の充実を図りなが

ら、引き続き推進する。 

 障害者の就業ニーズ及び企業の人材ニーズを踏まえ、訓練コースの見直しを実施する。 

 ハローワーク等との連携の下、在職する障害者の職業能力の開発及び向上を図るための

在職者訓練の設定・周知等に努める。 

 定員の充足状況や修了者の就職実績が低調なものについては、その原因の把握及び分析

を行った上で、その内容等の見直しを図るほか、当該公共職業訓練の受講者に対し、ハ

ローワーク等との連携強化の下、当該公共職業訓練の開始時から計画的な就職支援を実

施する。 

 「職業能力開発施設における障害者職業訓練の在り方について」（障害者職業能力

開発校の在り方に関する検討会報告書）を踏まえた取組を推進する。 


